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写真1 
津波被害を受けた天水田。アチェ・ニアス復

興庁（BRR）支援案件から肥料、種子が無償

で供与されている。（アチェ州にて） 

写真2 
雨が降らなかったため、例年より約1ヶ月遅い

11月中旬に田植えを開始している。 
（アチェ州にて） 

写真3 
支援を受けているブランガニン農民組織への

聞き取り調査。（アチェ州にて） 

写真4 
女性中心のレンバクルン・アチェ農民グルー

プへの聞き取り調査。同地域は津波の被害を

受けていない。（アチェ州にて） 

写真5 
ランブルット農民グループへの聞き取り調査

同地域は津波被害を受けておらず被災時避難

民へ支援を提供していた。（アチェ州にて）

写真6 
農業技術評価研究所アチェ支所 
（アチェ州にて） 

写真7 
土壌試験セットでカリ値を測定している。 
（国立農業技術研究所にて） 

写真8 
農業資材小売店 
（アチェ州にて） 





  

  

  

  

写真9 
農業資材小売店で販売されているMOP。 
（アチェ州にて） 

写真10 
ベラルーシ産MOPがRp2,800-3,000/kg(約40円）

で販売されている。 
（アチェ州にて） 

写真11 
肥料販売会社PT.Pertani社がアチェ市内で利用

している倉庫。 
（アチェ州にて） 

写真12 
津波により家屋に乗り上げた漁船。 
（アチェ州にて） 

写真13 
アチェ州における2KR関係者との全体会議 
（アチェ州政府農業事務所にて） 

写真14 
アチェ州政府農業局との協議 
Thurmizi所長（左端）と近藤団長（左より2番目）

写真15 
農業省での協議 
エミリア海外協力局長（左側手前）と    

近藤団長（右手前） 
（ジャカルタにて） 

写真16 
ミニッツの署名 
アンディ海外協力局副局長（左側）と    

近藤団長（右側） 
（ジャカルタにて） 
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的な枠組みが定められ、我が国では 1968 年度より食糧援助が開始された。上記経緯から我が国の食糧援助はケネデ

ィ・ラウンドの略称である KR と呼ばれている。その後、開発途上国の食糧問題は基本的には開発途上国自らの食

糧自給のための自助努力により解決されることが重要との観点から、1977 年度に新たな枠組みとして食糧増産援助

を設け農業資機材の供与を開始した。本援助は食糧援助の KR の呼称に準じ 2KR と呼ばれている。2005 年度に食

糧増産援助は貧困農民支援となり従来の食糧増産に加え貧困農民・小規模農民に併せて裨益する農業資機材の供与

をめざすこととなったが、本援助の略称は引き続き 2KR となっている。なお、食糧増産援助/貧困農民支援の英名は

Increase of Food Production / Grant Assistance for Underprivileged Farmers である。 

 



 

 

単位換算表 

面積 

名称 記号 換算値 

平方メートル m2 （1）

アール a 100

ヘクタール ha 10,000

平方キロメートル km2 1,000,000

 

容積 

名称 記号 換算値 

リットル L （1）

立方メートル m3 1,000

 

重量 

名称 記号 換算値 

グラム g （1）

キログラム kg 1,000

トン t 1,000,000
 

 

 

円換算レート（東京三菱銀行 2006 年 11 月 23 日付けレート） 

1.0 US$ = 115.91 円 

1.0 US$ = 8,820 Rp 

10,000 Rp = 133 円 (Rp = インドネシアルピア) 



 1

第 1 章 調査の概要 

1-1 背景と目的 

 

（1）背景 

日本国政府は、1967 年のガット・ケネディラウンド（KR）関税一括引き下げ交渉の一環として成

立した国際穀物協定の構成文書の一つである食糧援助規約2に基づき、1968 年度から食糧援助（以下、

「KR」という）を開始した。  

一方、1971 年の食糧援助規約改訂の際に、日本国政府は「米又は受益国が要請する場合には農業

物資で援助を供与することにより、義務を履行する権利を有する」旨の留保を付した。これ以降、日

本国政府は KR の枠組みにおいて、米や麦などの食糧に加え、食糧増産に必要となる農業資機材につ

いても被援助国政府がそれらを調達するための資金供与を開始した。 

1977 年度には、農業資機材の調達資金の供与を行う予算を KR から切り離し、「食糧増産援助（Grant 

Aid for the Increase of Food Production）（以下、後述の貧困農民支援と共に「2KR」という）」として新

設した。 

以来、日本国政府は、「開発途上国の食糧不足問題の緩和には、食糧増産に向けた自助努力を支援

することが重要である」との観点から、毎年度 200～300 億円の予算規模で 40～50 カ国に対し 2KR

を実施してきた。 

一方、外務省は、平成 14 年 7 月の外務省「変える会」の最終報告書における「食糧増産援助（2KR）

の被援助国における実態について、NGO など国民や国際機関から評価を受けて情報を公開するとと

もに、廃止を前提に見直す。」との提言を受け、同年 8 月の外務省改革「行動計画」において、「2KR

については廃止も念頭に抜本的に見直す。」ことを発表した。 

外務省は、2KR の見直しにあたり国際協力事業団（現独立行政法人国際協力機構、以下「JICA」

という）に対し、2KR という援助形態のあり方を検討するために調査団の派遣（2002 年 11 月～12

月）を指示し、同調査団による「2KR 実施計画手法にかかる基礎研究」の結果も踏まえ、同年 12 月

に以下を骨子とする「見直し」を発表した。 

① 農薬は原則として供与しないこと 

② ニーズや実施体制につきより詳細な事前調査を行い、モニタリング、評価体制を確認した上で、

その供与の是非を慎重に検討すること 

③ 上記の結果、平成 15 年度の 2KR 予算は、対 14 年度比で 60%削減すること 

④ 今後も引き続き、国際機関との協議や実施状況のモニタリングの強化を通じて、2KR のあり方

につき適宜見直しを行うこと 

 

上記方針を踏まえ外務省は、平成 15 年度からの 2KR の実施に際して、要望調査対象国の中から、

予算額、我が国との 2 国間関係、過去の実施状況等を総合的に勘案した上で供与対象候補国を選定し、

JICA に調査の実施を指示することとした。 

また、以下の三点を 2KR の供与に必要な新たな条件として設定した。 

① 見返り資金の公正な管理・運用のための第三者機関による外部監査の義務付けと見返り資金の

小農支援事業、貧困対策事業への優先的な使用 

                                                  
2 現行の食糧援助規約は 1999 年に改定され、日本、アメリカ、カナダなど７カ国、及び EU（欧州連合）とその加盟

国が加盟しており、日本の年間の最小拠出義務量は小麦換算で 30 万トンとなっている。 
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② モニタリング及び評価の充実のための被援助国側と日本側関係者の四半期に一度の意見交換

会の制度化 

③ 現地ステークホルダー（農民、農業関連事業者、NGO 等）の 2KR への参加機会の確保 

 

平成 17 年度については、供与対象候補国として 18 カ国が選定され、その全てに調査団が派遣さ

れた。調査においては、ニーズ、実施体制、要請の具体的内容及び根拠、ソフトコンポーネント協力

の必要性、技術協力との連携可能性等について従来以上に詳細な情報収集、分析を行うとともに、国

際機関、NGO、資機材取扱業者等の広範な関係者から 2KR に対する意見を聴取することとし、要請

内容の必要性及び妥当性にかかる検討を行った。 

 

なお、日本政府は、世界における飢えの解消に積極的な貢献を行う立場から、食糧の自給に向け

た開発途上国の自助努力をこれまで以上に効果的に支援して行くこととし、これまでの経緯と検討を

踏まえ、平成 17 年度より、食糧増産援助を「貧困農民支援(Grant Assistance for Underprivileged  

Farmers)」に名称変更し、裨益対象を貧困農民、小農とすることを一層明確化することを通じ、その

上で、食糧生産の向上に向けて支援する方針である。 

 

（2）目的 

本調査は、インドネシア共和国（以下「イ」国という）について、平成 18 年度の貧困農民支援(2KR)

供与の可否の検討に必要な情報・資料を収集し、要請内容の妥当性を検討することを目的として実施

した。 

 

1-2 体制と手法 

 

（1）調査実施手法 

本調査は、国内における事前準備、現地調査、国内解析から構成される。 

現地調査においては、「イ」国政府関係者、農家、国際機関、NGO、資機材配布機関／業者等との

協議、サイト調査、資料収集を行い、「イ」国における 2KR のニーズ及び実施体制を確認するととも

に、2KR に対する関係者の評価を聴取した。帰国後の国内解析においては、現地調査の結果を分析

し、要請資機材計画の妥当性の検討を行った。 

 

（2）調査団構成 

 

総括 近藤 茂 外務省 国際協力局 無償資金・技術協力課

課長補佐 

実施計画 丸山 治美 (財)日本国際協力システム 業務部 

貧困農民支援計画 若村 高志 (財)日本国際協力システム 業務部 
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（3）調査日程 

 

日付 曜日 団長(近藤) 団員（若村・丸山） 宿泊

1 11月12日 日 Tokyo 11:20 (JL725) → Jakarta 17:20 ｼﾞｬｶﾙﾀ

3 11月14日 火
ﾊﾞﾝﾀﾞ
ｱﾁｪ

4 11月15日 水
Tokyo 11:20 (JL725) →
Jakarta 17:20

ﾊﾞﾝﾀﾞ
ｱﾁｪ

5 11月16日 木

08:30 JICA事務所表敬

09:30 日本大使館表敬

12:00 Jakarta (GA188)→
15:45 Banda Aceh

ﾊﾞﾝﾀﾞ
ｱﾁｪ

6 11月17日 金
ﾊﾞﾝﾀﾞ
ｱﾁｪ

7 11月18日 土 ｼﾞｬｶﾙﾀ

8 11月19日 日 ｼﾞｬｶﾙﾀ

9 11月20日 月 ｼﾞｬｶﾙﾀ

10 11月21日 火

09:30 日本大使館と協議

PM    同右 ｼﾞｬｶﾙﾀ

11 11月22日 水 機中泊

12 11月23日 木

09:00 農業技術・評価研究所(BTPT)
10:30 シャクアラ大学農学部と協議

12:15 肥料販売会社PT.PPI社訪問‐13:20
14:25 農業資材小売店訪問‐15:00
17:30 団内協議

08:10 アチェ州政府農業局へ表敬

08:30 アチェ・ニアス復興庁（BRR）財務担当次官表敬

09:50 BRR農業セクター担当課長と協議-11:00
14:15 アチェ州農業局関係者と最終協議

08:00 農民グループ訪問、聞き取り調査

10:15 サイト視察-12:30
Banda Aceh 16:25(GA197)→Jakarta20:10

2 11月13日

08:30 アチェ州農業局と協議

09:30 アチェ州2KR関係者全体会議

12:00 アチェ州農業局と協議-13:00
14:20 肥料販売会社PT.Pertani社倉庫視察

15:00 農民グループ訪問、聞き取り調査-16:00

月 ｼﾞｬｶﾙﾀ

Jakarta 09:00 (GA184)→ Banda Aceh 12:00
13:30 FAOアチェ事務所訪問

14:35 農民グループ訪問、聞き取り調査-17:00

08:30 農業省にてJICA専門家（農業政策アドバイザー）及びJICA担当と協議

09:10 農業省海外協力局長表敬および協議

10:00 農業省と協議-12:00
14:00 JICAインドネシア事務所にて協議

15:30 在インドネシア日本大使館にて協議

17:15 FAOジャカルタ事務所訪問

09:30 JICA事務所報告

11:00 日本大使館報告

Jakarta 22:10 (JL726)→

 Tokyo 07:25

資料整理

08:45 農業省JICA専門家と協議

10:30 農業省と協議

11:00 農業次官表敬

11:40  ミニッツ協議-13:00
15:00  FAO訪問

AM 　ミニッツ準備

13:00 ミニッツ協議

15:00 ミニッツ署名
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（4）面談者リスト 

1）農業省(Ministry of Agriculture) 

Dr. Hasanuddin Ibrahim Secretary General 

Ms. Emilia Harahap Director, International Cooperation Bureau 

Mr. Nasrun Hasibuan Advisor, 2KR National Team 

Mr. Dadeng Gunawan 2KR National Team 

Mr. Yusral Tahir 2KR National Team 

Ms. Novia 2KR National Team 

渡辺 健治 JICA 専門家（農業政策アドバイザー） 

Ms. Trisni Hijrayana Staff 

 

Mr. H. T. Thurmizi Head, NAD Agricultural Provincial Office 

Mr. Naswir Aiman Deputy Director, Food Crop and Horticulture, NAD Agricultural 

Provincial Office 

Mr. Hanan Hasan Staff, Food Crop and Horticulture, NAD Agricultural Provincial 

Office/ BRR Food Crop, Agricultural Task Force 

Mr. T. Azbarsyah NAD Agricultural Provincial Office 

Mr. M. Adil  Head, Aceh Besar District Agricultural Office 

Mr. Zainiddin  Program Division, Bireun District Agricultural Office 

Mr. Marzuki Ismail Production Division, Pidie District Agricultural Office 

 

2）アチェ・ニアス復興庁 

Mr. Yusya Abubalar Director, Agricultural Development 

Mr. Hirul Basin Staff, Agricultural Div 

Mr. Chairil Anum Staff, Agricultural Div 

Mr. Amin Sebekti Deputy, Finance and Planning 

Mr. Said Faisal Baabud Deputy for Economy and Business 

Mr. Said Taufik Ridha International Funding Manager 

Mr. Hareanto CP Director of Road 

Mr. Roy Rahendra Director of Funding 

Ms. Puteri Watson Director, International Stakeholder Relations 

 

3）国立農業・評価研究所アチェ支所 (Assessment Institute for Agricultural Technology: BPTP) 

Mr. Iskandar Research Program Coordinator 

Mr. M Najir Ali Researcher 

 

4）シャクアラ大学 

Mr. Syahrul Professor, Faculty of Agriculture 
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5）肥料販売業者 

PT Pertani 

Mr. Wahyu Marketing Division 

Mr. Akhmad Mawardi 北スマトラ地区エリアマネージャー 

Mr. Magrib Siregar バンダアチェ支店長 

 

PT Perusahaan Perdagangan Indonesia (PPI)  

Mr. Bustari Branch Manager 

Mr. Ronald AW. Hunowu Manager Fertilizer & Pesticide 

Mr. Salahuddin Staff 

 

6）農民グループ 

ロンガ郡ランバロクエ村農民組織 

Mr. Muchsin Abdi 村長 

Mr. Harun 農民組織長、他農民多数 

 

スカマクムール郡ブランチュット村農民組織 

Ms. Arawiya 農民組織長、他農民多数 

 

ダルールカマル郡ランブルット村農民組織 

Mr. Saifuddin 農民組織長、他農民 6 名 

 

7）FAO 

Dr. Shin Imai Regional SPFS (Special Program for Food Security) Coordinator 

Mr. Ted Burke Deputy Coordinator, Rehabilitation Support Coordination Unit, 

Aceh 

Mr. Rajendra Aryal Senior Emergency and rehabilitation Coordinator 

 

8）日本大使館 

瀬尾 充  在インドネシア日本国大使館一等書記官 

 

9）JICA事務所 

戸塚 真治 JICA インドネシア事務所 次長 

山根 誠 JICA インドネシア事務所 所員 
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第 2 章 当該国における農業セクターの概況 

 

2-1 農業セクターの現状と課題 

 

（1）概要 

 「イ」国は、総面積 19,045.70 万 ha（日本の約 5 倍）、東西 5,100km、南北 1,900km に及び 14,000

以上の群島からなる世界最大の群島国家である。人口約 2.2 億人（世銀 2005 年）で、中国、インド、

アメリカの次に人口が多い。人口増加率は 2000 年以降平均 1.3%/年、2005 年は 1.4%である（世銀）。 

 経済は安定的に成長している。GDP の推移を表 2-1 に示す。ひとり当たり GNI は 1,280 ドル/年（世

銀 Atlas method 2005 年）である。2005 年におけるセクター別の GDP 構成比は、手工・製造業セクタ

ーが 27.1%で最も多く、貿易セクター15.2%に続き農業セクターは 12.9%で第 3 位だが、｢イ｣国経済

にとって、農業セクターは輸出産業を支える重要な供給源であり、地方における食糧自給の基盤とし

て非常に重要である。2005 年の農産物の輸出は、輸出全体額の約 4%（310 万ドル）を占め、工業製

品、石油・ガスにつぐ輸出額だったが、2005 年は食糧不足認定国として FAO に認定されている。 

 

表 2-1 GDP の推移3 

（単位：10億Rp）

セクター 1990 2001 2002 2003 2004 2005
2005年の

セクター別割合

GDP 210,866 1,684,280 1,863,275 2,045,853 2,273,142 2,829,708

農業 40,930 263,328 298,877 325,654 331,553 365,560 12.9%

鉱業 25,634 182,008 161,024 169,536 196,112 285,087 10.1%

手工・製造業 43,569 506,320 553,747 590,051 639,655 765,967 27.1%

電気、ガス、水 1,489 10,855 15,392 19,541 22,067 24,993 0.9%

建設 11,795 89,299 101,574 112,571 143,052 173,441 6.1%

貿易 35,824 267,656 314,647 337,840 369,361 429,944 15.2%

運輸、通信 13,362 77,188 97,970 118,267 142,292 180,969 6.4%

金融 16,403 135,370 154,442 174,324 194,429 228,108 8.1%

公共事業 14,322 81,851 84,729 102,507 121,129 135,133 4.8%

その他 7,538 70,407 80,874 95,562 113,491 140,508 5.0%

農業セクター /
GDPの割合

19.4% 15.6% 16.0% 15.9% 14.6% 12.9%
 

（出所：ADB Key Indicators of developing Asian and Pacific Countries） 

 

 

1970 年代に GDP の 40-50%を占めていた農業セクターは、その後手工・製造業セクターに押され、

GDPに占める割合は下降したものの、現在においても労働人口に占める割合は、表 2-2のとおり 43.3%

（2004 年）と高く、特に地方における雇用の受け皿となっている。これは、｢イ｣国における農業生

                                                  
3 ADB Key Indicators of developing Asian and Pacific Countries に記載されていた数値を直接引用したため、必ずしも

GDP 総額およびセクター別割合の合計は一致しない。 
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産物が、ほとんど自家消費に向けられ、国民経済にアウトプットとして記録されていないことを示し

ている。 

 

表 2-2 労働力の内訳（2004 年） 

(単位：百万人)

産業セク
ター

農業セク
ター（水

産、森林含
む）

鉱業
手工・製造

業
電気、ガ
ス、水

建設

貿易、小
売、レスト
ラン・ホテ

ル

運輸、倉
庫、通信

金融、保
険、不動

産、ビジネ
スサービス

コミュニ
ティ、社会
サービス

その他 合計

労働人口 40.6 1.0 11.2 0.2 4.5 19.1 5.5 1.1 10.5 0.1 93.7

割合 43.3% 1.1% 12.0% 0.2% 4.8% 20.4% 5.9% 1.2% 11.2% 0.1% 100%  

（出所：EIU Country profile 2006） 

 

 Agricultural Statistics 2005 によれば、1993 年と比して 2003 年では農家数は約 17%増加して

25,385,000 戸数となった。2004 年では男性の農業従事者 24,016,638 名に対して女性は 14,708,180 名で

あり、2003 年と比べて男性は 6%減、女性は 1.8%増加している。 

 

（2）農業生産 

1）自然条件 

｢イ｣国は、多様な土地条件から、農業も多彩なものとなっている。 

海洋性熱帯気候であり、年間を通じて平均気温が全国で 28～31℃と高く、湿度も 70～80%と高い。

年間降雨量の平均は 2,000mm～3,000mm であり、場所によっては 4,900mm と多く、降雨時期は大き

く乾期（4 月～9 月）と雨期（10 月～3 月）に分かれている。このような自然条件のもとで、稲、キ

ャッサバ、トウモロコシ、サツマイモ、ダイズ、ピーナッツ、トウガラシ、バナナ、エシャロット等

野菜、ヤシ油、コプラ4、サトウキビ、ゴム、ココア、コーヒー、茶、タバコ、マンゴー、ドリアン、

マンゴスチン、柑橘類などの果物等、農業生産物の種類は多い。 

 土地利用の状況を図 2-1 に示す。水田では稲及び裏作としての野菜、畑・エステート5では果物や

コーヒー、ヤシ、ゴムなどの商品作物の栽培を行っており、この他に牧草地、移動休耕地を加えると

72%が農業用の耕作地である。 

                                                  
4 ココヤシの胚乳を乾燥したもの。ヤシ油の原料。 
5 コーヒー、ヤシ、ゴムなどを栽培する大規模農園 
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移動耕作地
6%

湿地/沼地

6%

牧草地
3%

池・水路
1%

住宅地
7%

畑など
15%

休耕地
13%

森林
14%

エステート
24%

水田
（灌漑/天水）

11%

水田（灌漑/天水）

住宅地

畑など

移動耕作地

牧草地

湿地/沼地

池・水路

休耕地

森林

エステート

 
（出所：Agricultural Statistics 2005） 

図 2-1 インドネシアにおける土地利用の状況（2003 年） 

 

2）農家の経営形態 

経営形態別の農家戸数を表 2-3 に示す。土地なし農家（小作農、土地なし農業労働者）が多いこと

が特徴的である。また、農家の経営規模では、0.5ha 未満の零細農家が全体の半数を占める6。 

表 2-3 経営形態別農家戸数 7 

(単位：1,000戸数)

地域 稲・畑作 園芸 エステート 畜産
土地なし

農家
農家数

スマトラ 3,080 1,903 2,831 1,411 3,972 9,410

ジャワ 10,759 5,078 2,070 3,266 19,076 33,041

バリ、ヌサティンガラ 1,334 746 559 699 1,094 2,795

カリマンタン 1,132 585 686 393 1,287 2,862

スラウェシ 1,343 696 1,239 503 1,307 3,566

マルク、パプア 465 321 313 235 248 889

合計 18,113 9,329 7,698 6,507 26,984 52,563  

（出所：平成 16 年度インドネシア統計資料） 

 

3）主要農作物の現況 

主要農作物の需給状況及び生産状況を図 2-2 及び表 2-4 に示す。主要農作物は、コメ、キャッサバ、

トウモロコシ等で、農業形態は、①ジャワ島を中心とする小規模な農業（稲、キャッサバ栽培が中心）

                                                  
6 インドネシアの農林水産業概況 農林水産省 
7 出所情報の精度が低いために稲･畑作、園芸、エステート、畜産、土地なし農家の合計と農家数が合わない。 
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と、②スマトラ島などにおけるエステートでの商品作物（ヤシ油、コーヒー、ゴム等）の栽培に区分

される。図 2-2 から解るように、農作物ではコメ生産が圧倒的に多い。 

54,061

19,264

11,162

1,889
721 839

10,277

3,262
2,035 1,851

587 694 185 221
0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

コ

メ

キ

ャ

ッ

サ

バ

ト

ウ
モ

ロ

コ

シ

サ

ツ

マ

イ

モ

ダ

イ
ズ

ピ

ー
ナ

ッ

ツ

ヤ

シ
油

コ

プ
ラ

砂

糖

キ

ビ

ゴ

ム

コ

コ
ア

コ

ー
ヒ

ー

茶タ

バ
コ

（食用作物） （換金作物）

（単位:1,000ｔ）

 

（出所：EIU Country profile 2006） 

図 2-2 農産物の生産状況 

 

 主要農作物のうち、コメ、トウモロコシ、キャッサバ、ダイズは、わずかながら輸出を行う一方で、

国内需要を満たせず輸入している。輸入比率はその年で異なるが、2003 年の場合、コメは 95%、ト

ウモロコシは 89%、キャッサバは 96%相当を自給しており、コムギ、オオムギは 100%を輸入に頼っ

ている。サツマイモは 100%自給し、余剰分を輸出している。 

 2000 年以降の主要作物の需給状況は次のとおりである。コメは生産状況を後述の表２－６に示し

たが、2001 年と 2004 年を除き毎年約 200 万ｔ相当を輸入している。2004 年には、主要収穫時期にコ

メの輸入を 6 ヶ月禁止（廉価な輸入米の流通による「イ」国農民のモチベーションの低下を防ぐため）

しているため、輸入量は約 60 万 t と少ないが、2000 年から 2003 年までで輸入量は 21%増加してい

る。トウモロコシは 2000 年から 2004 年まで生産量は 16%増加しており、輸入量は 100 万～140 万ｔ

であまり変化していない。コムギは、「イ」国では生産されず、輸入量は 2000 年から 2004 年まで 310

万ｔ～490 万ｔを毎年輸入している。 
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表 2-4 食用作物の需給状況（2003 年） 

（単位：1,000t）

生産量 ストック 輸入量 輸出量 国内需要量

穀物

コムギ 0.00 0.00 4,008.21 111.87 3,896.34
コメ 34,736.58 ▲ 903.02 1,648.65 2.35 35,479.86

オオムギ 0.00 4.00 26.58 2.97 27.61

トウモロコシ 10,886.44 0.00 1,370.86 34.32 12,222.98

塊茎菜類

キャッサバ 18,523.80 0.00 950.03 131.23 19,342.60
ジャガイモ 1,009.98 0.00 92.28 21.00 1,081.25
サツマイモ 1,991.48 0.00 0.00 10.64 1,980.84

砂糖と甘味

サトウ 1,974.40 ▲ 113.28 1,561.17 44.47 3,377.82

油脂作物

ダイズ 671.60 0.00 1,193.17 2.20 1,862.58

ピーナッツ 963.90 0.00 135.46 11.47 1,087.89

ココナッツ 16,145.00 65.00 1.39 336.62 15,874.77

野菜油脂

ヤシ油 10,110.00 ▲ 600.00 26.32 6,894.56 2,641.76

食用作物名

 

（出所：FAOSTAT 2006） 

 

4）カロリー摂取の状況 

 ｢イ｣国におけるカロリー摂取量は、ひとりあたり 2,890.87 キロカロリー/日（日本人の成人男性の

基本摂取量は 2,650～3,050 キロカロリー/日）である。摂取の割合を表 2-5 に示す。これによれば、

総摂取カロリーの 61%は穀物から摂取されており、中でもコメからの摂取は全体の 48%を占め、最

大である。また、コメの消費量そのものも、｢イ｣国の精米のひとりあたり消費量は約 141kg/年

（Indonesian Institute for Rice Research）と多く、日本人の消費量 61.9kg（平成 15 年度農林水産省）と

比べても 2 倍以上であり、「イ」国民にとってコメの重要性がうかがわれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 11

表 2-5 カロリー摂取量およびその割合（2003 年） 

食品名
カロリー

(2,890.87Kcal/day) 割合

穀物 1,768.10 61%

コムギ 124.27 4%

コメ 1,392.84 48%

トウモロコシ 250.66 9%

塊茎菜類 203.44 7%

キャッサバ 168.01 6%

サツマイモ 21.69 1%

砂糖と甘味 158.53 5%

サトウ 148.60 5%

油脂作物 236.20 8%

ダイズ 80.26 3%

ピーナッツ 51.70 2%

ココナッツ 104.01 4%

野菜油脂 267.58 9%

ヤシ油 190.55 7%

その他（野菜、果物、肉など） 256.25 9%  
（出所：FAOSTAT 2006） 

 

5）コメの生産状況 

 コメは｢イ｣国の主食であり、｢イ｣国人の食生活の中で重要な位置を占め、コメ以外のトウモロコシ、

キャッサバ、ダイズ、ピーナッツ、サツマイモなどの食用作物をパラウィジャ（二次作物）と称して

区別している。 

農民は、灌漑設備によって年間を通じ水が十分に利用できるところでは二期作を行い、乾期に稲作

が行えない場所では二毛作を行っている。裏作では、ダイズ、ピーナッツ、リョクトウ、野菜などを

栽培する。 

｢イ｣国は中国、インドに次ぐ世界で第三位のコメ生産国（FAO2004 年）である。1984 年にコメの

自給を達成したものの、その後は国内需要を満たすことができず、現在ではコメの世界的な輸入国

（2003 年では世界第一位8）となり 2003 年では国内供給量の約 5%にあたる約 156 万 t を輸入してい

る。 

 表 2-6 にコメの栽培面積、生産量、収量を示す。2000 年から 2004 年にかけて、コメの生産は 4.2%

増加しており、同時期の人口増加率 1.3%を凌ぐが、国内生産は需要に追いつかない状況となってい

る。 

 

                                                  
8 FAO による 
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表 2-6 コメの収穫面積、生産量、収量の推移 9 

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 平均

収穫面積　(1,000ha) 11,793 11,500 11,521 11,488 11,923 11,645

生産量　(1,000t） 51,899 50,461 51,490 52,138 54,088 52,015

収量　(t/ha) 4.401 4.388 4.469 4.538 4.536 4.466

水稲

収穫面積　(1,000ha) 10,618 10,419 10,457 10,395 10,799 10,538

生産量　(1,000t） 49,207 47,896 48,899 49,378 51,209 49,318

収量　(t/ha) 4.634 4.597 4.676 4.750 4.742 4.680

陸稲

収穫面積　(1,000ha) 1,176 1,081 1,064 1,094 1,124 1,108

生産量　(1,000t） 2,692 2,565 2,591 2,759 2,879 2,697

収量　(t/ha) 2.289 2.374 2.434 2.523 2.562 2.436  

（出所：Agricultural Statistics 2004 及び 2005 から作表） 

 

｢イ｣国では、灌漑面積率は 21.4%（FAO）だが、灌漑施設が不十分なために主要な稲作は 10 月か

ら 3 月の雨期作となり、水利のよい平野部、内陸盆地、中山間部などでは乾期作水稲が 5 月から 11

月にかけて栽培されている。 

2000 年から 2004 年の水稲収穫地面積は、稲作面積の概ね 90%を占めており、水稲の平均収量

（4.68t/ha）は陸稲（2.44t/ha）のほぼ倍である。ヘクタールあたりの収量は、陸稲の収量が 2000 年以

降 5 年間で 12%増加しているが、陸稲の収穫面積そのものが水田と比して小さいため、生産量その

ものに大きく影響しない。収穫面積は安定せず、またほとんど増加しておらず、生産量は増加する人

口（人口増加率 1.3%、総務省統計局）の需要に満たない。2000 年以降は、水稲の収穫面積の拡大に

よって生産量が拡大した。 

 また、｢イ｣国の平均収量は 4.466t/ha（水稲 4.68t/ha、陸稲 2.436t/ha）である。世界のコメの平均収

量10 3.61t/ha よりも、水稲では約１t 以上多い。 

ちなみに、日本の収量は 6.42t/ha（水稲）、収量ではエジプトが 9.84t/ha と高く、輸出国である中国

は 6.31t/ha、インドでは 3.03t/ha である。周辺国では韓国 6.94t/ha、ベトナム 4.82t/ha、フィリピン

3.51t/ha11であり、「イ」国におけるコメ生産は、農業インプットの改善も含め技術的な改善の余地は

あると思われる。 

全国におけるコメ生産状況を図 2-3 に示す。稲作はほとんど全国で行われているが、コメの 55%が

ジャワ島で生産されており、収量についてもジャワが他地域よりも高いことがわかる。 

                                                  
9 Agricultural Statistics 2004 及び 2005 の数値を直接用いたため、必ずしも合計値は合致しない。 
10 FAOSTAT から、世界のコメ生産国 109 ヶ国の平均を試算。 
11 収量はすべて FAOSTAT による 2004 年のもの 
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（出所：Agricultural Statistics 2006） 

図 2-3 地域別のコメ生産量と収量（2004 年） 

 

 生産量を増やすためには、耕作面積の拡大、単位面積当たりの生産量の増加が考えられる。2005

年に農業省が発表した「農業戦略 2005-2009」では、0.5ha 以下の圃場と整備されていない農業インフ

ラ、農業セクターの人的資源の改善が必要とされている。収量の増加は検討の余地があると思われる

ものの、農業省が問題としているとおり、農家あたり 0.5ha という保有面積では収量の増加による増

産も限度があると思われるため、個別農家の保有面積の拡大や稲の耕作面積の拡大も視野に入れる必

要があろう。 

 

6）二次作物の生産状況 

 表 2-7 に二次作物の生産状況を示す。二次作物で自給がなされているのは、サツマイモとリョクト

ウである。他の二次作物は、輸入しながら輸出も行っている。これは、｢イ｣国が東西南北に大きく広

がる島嶼国であることから、国内で生産された作物を運ぶよりも、それぞれの地域で必要量を輸入し

て消費し、生産の余剰分を輸出するほうが合理的だからである。 

 トウモロコシ、ピーナッツのように収量も栽培面積も増加したために生産量が増えたものもあるが、

ダイズ、リョクトウ、キャッサバ、サツマイモは収量が増えたことから生産量は増加したが、栽培面

積は拡大していない。年によって栽培面積も異なっており、生産量も安定していない。 
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表 2-7 二次作物の生産状況 

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年

トウモロコシ

収穫面積（1,000ha） 3,500 3,286 3,127 3,359 3,504
生産量（1,000t） 9,677 9,347 9,654 10,886 11,225
収量（t/ha） 2.765 2.845 3.088 3.241 3.344

ダイズ

収穫面積（1,000ha） 825 679 545 527 565
生産量（1,000t） 1,018 827 673 672 723
収量（t/ha） 1.234 1.218 1.236 1.275 1.280

ピーナッツ

収穫面積（1,000ha） 684 655 647 684 723
生産量（1,000t） 736 710 718 786 837
収量（t/ha） 1.077 1.084 1.110 1.149 1.164

リョクトウ

収穫面積（1,000ha） 324 339 314 345 312
生産量（1,000t） 290 301 288 335 310
収量（t/ha） 0.895 0.887 0.919 0.973 0.995

キャッサバ

収穫面積（1,000ha） 1,284 1,318 1,277 1,245 1,255
生産量（1,000t） 16,089 17,055 16,913 18,524 19,425
収量（t/ha） 12.5 12.9 13.2 14.9 15.5

サツマイモ

収穫面積（1,000ha） 194 181 177 197 184
生産量（1,000t） 1,828 1,749 1,772 1,991 1,902
収量（t/ha） 9.4 9.7 10.0 10.1 10.3  
（出所：Agricultural Statistics 2004, 2005） 

 

7）農業セクターの課題 

 農業生産性の向上という点では、灌漑設備の改善、農業インプットの改善（多収量品種の導入、施

肥、病害虫防除、機械化による作業効率の向上等）、ポストハーベスト管理の向上（収穫後の損失の

削減）、農民の農業・営農知識の向上や効果的な連携が考えられるが、どれも農民の努力だけで達成

できるものではなく、農民グループや県・州農業事務所、農業省といった政府の取り組みが必要であ

る。 

 

現在の「イ」国政府の取り組みとしては、農業省の推薦する多収量品種の使用が進められており、

肥料についても「イ」国で生産している尿素及び SP-36（TSP：重過リン酸石灰）は政府の補助金に

よって販売価格を下げ、その使用が進められている。三要素を補う、バランスの取れた肥料の利用と

いう点から、カリ肥料である MOP の使用も奨励されている。 

 

（3）アチェ州の農業生産 

1）津波被害 

本件の対象地域となっているナングロ・アチェ・ダルサラーム州（以下、アチェ州）は、「イ」国

スマトラ島北端に位置する、面積 517.22 万 ha（インドネシアの 2.89%）、人口約 390 万人（200４年）
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の特別州である。「イ」国からの独立をめざし、「イ」国政府と戦闘状態にあったが、2004 年 12 月 26

日の地震・津波被害をきっかけに、2005 年 8 月には和平合意に調印した。 

 津波による被害は甚大であり、その被害はアチェ･ニアス復興庁（Badan Rehabilitasi dan Rekonstruksi 

NAD-Nias：BRR）12によれば次のとおりである。 

・ 67,000 戸の農家が被災し、61,000ha の耕作地が被害を受け、ボート 12,500 隻が失われ、あるいは

破壊され、15,000 の養殖池が破壊された。 

・ 120,000 棟の家屋が破壊された。 

・ 2,260 梁の橋梁が破壊された。 

・ 漁師 6,611 名が死亡し、主要港の破壊され、マングローブ林 25,000ha が壊滅された。 

・ 2,112 校の学校が破壊され、18,823 名の教師、17,228 名の生徒が死亡した。結果、生徒 150,000

名に影響をおよぼした。 

・ 690 棟の保健所が破壊された。 

 

農業セクターにおける被害を表 2-8 に示す。BRR は、同セクターにおける被害・損失を 2.7 億ドル

と試算している。 

 

表 2-8 アチェ州農業セクターにおける被害・損失 

サブ･セクター 被害の大きさ

水田（灌漑・天水） 37,400ha

畑地 24,000ha

エステート作物地 22,000ha

牛 40,000頭

水牛 39,000頭

羊・ヤギ 65,000頭

家禽 1,800,000羽

家
畜

 
（出所：POLICY AND STRATEGY FOR AGRICULURAL REHABILITATION AND RECONSTRUCTION 

IN NAD&NIAS、BRR） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
12 アチェ・ニアスの再建と復興を目的として、「イ」中央政府各省から人員が選定されて創立された機関。現地にお

ける政府、ドナーからの支援の調整を行っている。2009 年には業務を終了、解散し、業務はアチェ州政府に引き次

がれる予定である。 
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 津波直後のアチェ州の県別の土地被害状況は表 2-9 のとおりである。 

表 2-9 県別の被害状況 

津波前 津波後 津波前 津波後 戸数 人口

シメルウ 19,330 17,871 1,459 500 10,925 10,825 100 100 17,306 78,389
アチェ・シンキル 13,433 13,433 - - 21,235 21,235 - - 30,965 148,277
アチェ・スラタン 23,814 23,814 - - 77,520 77,520 - - 41,444 191,539
アチェ・トゥンガラ 17,224 17,224 - - 10,393 10,393 - - 36,186 169,053
アチェ・ティムール 35,746 35,646 100 100 75,285 75,185 100 100 63,798 304,643
アチェ・トゥンガ 9,389 9,389 - - 19,894 19,894 - - 61,730 266,697
アチェ・バラット 21,551 16,451 5,100 1,634 37,970 37,870 100 100 34,198 150,450
アチェ・ブサール 30,421 25,881 4,540 1,293 61,779 45,080 16,699 100 62,575 296,541
ピディ 38,796 37,990 806 794 48,996 48,896 100 100 111,688 474,359
ビルン 22,948 21,395 1,553 1,526 91,317 90,786 531 100 75,364 351,835
アチェ・ウタラ 38,831 38,471 360 491 301,848 301,748 100 100 107,474 493,670
アチェ・バラット・ダヤ 16,269 16,229 40 35 47,512 47,410 102 100 24,545 115,676
ガヨ・ルエス 8,215 8,215 - - 7,526 7,526 - - 15,776 72,045
アチェ・タミアン 20,022 20,022 - - 44,613 44,613 - - 51,077 235,314
ナガン・ラヤ 16,698 15,630 1,068 800 17,269 16,646 623 100 29,255 123,743
アチェ・ジャヤ 9,294 444 8,850 125 13,837 8,000 5,837 100 15,793 60,660
ブヌール・メリア 10,127 10,127 - - 21,551 21,551 - - 24,803 106,148
バンダ・アチェ 586 223 363 - 4,890 4,604 286 - 35,321 177,881
サバン 10 10 - - 403 403 - - 6,866 28,597
ランサ 1,925 1,925 - - 19,518 19,518 - - 28,483 137,586
ロックスマウェ 1,768 1,768 - - 49,138 49,138 - - 33,299 154,634
合計 356,397 332,158 24,239 7,298 983,419 958,841 24,578 1,000 907,946 4,137,737

被害面積
(ha)

リハビリ必
要(ha)

住民数水田(ha) 畑地 (ha)被害面積
(ha)

リハビリ必
要(ha)県　名

 
＊今回の対象地域（5 県）東海岸沿岸 

（出所：LAPORAN TAHUNAN 2005、アチェ州農業局） 

 

アチェ・ブサール、アチェ・ジャヤ、アチェ・バラットなど震源地に近い西海岸側の被害が著しい。

BRR 及び FAO によれば、西海岸側は泥土を被っており田畑の状態はいまだに深刻な場所もあるが、

今回対象地域となっている東海岸側は、二回の雨期を経てほぼ塩害も治まり、土壌の状態も回復し、

農業活動に問題はないとしている。 

 BRR は、その再建・復興計画にあたり、アチェ州における農業セクターの特徴（低い生産性と農

家収入の低さ）を分析し、津波被害の前後で表 2-10 のような変化が見られるとしている。 

 

表 2-10 アチェ州農業セクターの特徴と津波被害後の再建・復興計画 

（従来のアチェ州での）
農業生産性が低い理由

津波後の状況
リハビリテーション

（再建）
復興

・穀物生産性が低い
・耕作地の大きさが限定
・技術の投入が限定
・農民レベルでの低価格
・輸送が困難

・農民の生産性が低い
・農業地の被害（食用作物、
園芸、エステート作物）
・農業機械の損失（歩行用ト
ラクター、脱穀機等）
・家畜の喪失

・被害地域
・土地のリハビリ
・最初の2年間

（注：2005‐2006年）
・少なくとも、最低限
の標準

・直接的な被害にあっ
ていない対象地域
・生計の向上
・以前よりもよりよく
・2006年から徐々にス
タート

 
（出所：POLICY AND STRATEGY FOR AGRICULURAL REHABILITATION AND RECONSTRUCTION 

IN NAD&NIAS、BRR） 

 

 BRR によれば、現在（2006 年 11 月）は緊急的な支援にかかる最初の 2 年間の終わりにあたり、被

害を受けた土地や人々の生活状況はほぼ津波以前に戻り、2007 年以降は、今よりもよりよい状況を

目指して復興と発展を計画し、実施する予定とのことであった。 
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2）アチェ州における農業生産 

アチェ州における主要農産物は、コメ、トウモロコシ、キャッサバ、ダイズである。農地の利用で

は、「イ」国の他地域と同様に、稲の栽培が一番多い。コメの収量の推移を図 2-4 に、その他の主要

食用作物の生産量の推移を図 2-5 に示す。 

2005 年は、津波による耕作地の損失（10.63%）のため、コメの生産量が前年比で 10.58%減じた。

トウモロコシについては、2005 年は収穫面積が 10.06%、収量が 1.95%増加したことから 16.52%増産

し、他の二次作物についても、キャッサバは収穫面積が 10.95%減じたことから生産量も 10.62%減じ

た。ダイズ、ピーナッツについての影響はほとんどないが、サツマイモ、リョクトウの生産量がそれ

ぞれ７%、41%少なくなっている。 

 

コメの生産量推移
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（出所：農業省） （出所：農業省） 

図 2-4 アチェ州のコメ生産量 図 2-5 アチェ州の主要食用作物の生産量 

 

 県別のコメ及び二次作物の収穫面積を表 2-11 に示す。この表では、津波被害の前の記録だが、今

回援助の対象地域となった 5 県は、アチェ州のコメ収穫面積の 54%の過半(54%)を占めている。 

 

 コメの収穫面積は、二次作物の収穫面積合計の 8 倍強と圧倒的なシェアを占めている。表 2-11 を

棒グラフで表したものが図 2-6 である。 
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表 2-11 アチェ州の食用作物の収穫面積（2004 年） 

県 コメ ダイズ キャッサバ ピーナッツ サツマイモ

SIMEULUE シメルウ 7,334 4 32 74 27

ACEH SINGKIL アチェ　シンキル 3,615 103 315 166 81

ACEH SELATAN アチェ　スラタン 16,785 150 224 918 201

ACEH TENGGARA アチェ　テンガラ 17,937 73 139 62 53

＊ ACEH TIMUR アチェ　ティムール 36,401 540 331 177 112

ACEH TENGAH アチェ　トゥンガ 11,451 209 171 204 185

ACEH BARAT アチェ　バラット 23,510 81 104 1,737 78

＊ ACEH BESAR アチェ　ブサール 40,677 64 547 592 302

＊ PIDIE ピディ 42,667 4,532 430 2,336 65

＊ BIREUEN ビレウン 31,734 13,633 575 551 292

＊ ACEH UTARA アチェ　ウタラ 47,594 1,613 572 508 322

ACEH BARAT DAYA アチェ　バラット　ダヤ 11,239 223 78 2,852 51

GAYO LUWES ガヨ　ルエス 15,564 81 18 95 18

ACEH TAMIANG アチェ　タミアン 17,980 1,958 809 262 244

NAGAN RAYA ナガン　ラヤ 26,320 813 603 1,352 203

ACEH JAYA アチェ　ジャヤ 13,212 124 82 348 37

BANDA ACEH バンダ　アチェ 312 21 4

SABANG サバン 7 26 20 11

KOTA LANGSA コタ　ランサ 1,732 7 50 27 26

LHOKSEUMAWE ロックスマウェ 1,473 110 53 78 30

合計 367,537 24,325 5,180 12,363 2,338  
＊アミがけは対象地域（5 県） 

（出所：農業省） 
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（出所：農業省） 

図 2-6 アチェ州主要食用作物収穫面積 

 

表 2-12 に 2005 年のアチェ州の稲の作付面積、収穫面積、収量、生産量を示す。アチェ州の平均

収量は 3.910t/ha であることがわかるが、これは「イ」国平均である 4.466t/ha よりも少なく、今後改

善の余地がある。 
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表 2-12 アチェ州の稲の作付面積等（2005 年） 

県　名 作付面積(ha) 収穫面積(ha) 収量(t/ha) 生産量(t)

SIMEULUE シメルウ 2,922 2,703 3.665 9,906

ACEH SINGKIL アチェ・シンキル 6,530 6,347 3.326 21,113

ACEH SELATAN アチェ・スラタン 21,231 20,256 4.226 85,607

ACEH TENGGARA アチェ・テンガラ 22,307 21,522 4.089 88,011

＊ ACEH TIMUR アチェ・ティムール 34,250 28,252 4.236 119,687

ACEH TENGAH アチェ・トゥンガ 7,594 7,165 3.675 26,332

ACEH BARAT アチェ・バラット 20,617 16,097 4.079 65,666

＊ ACEH BESAR アチェ・ブサール 37,244 31,665 4.216 133,515

＊ PIDIE ピディ 45,369 44,463 4.316 191,921

＊ BIREUEN ビレウン 34,158 32,436 4.309 139,762

＊ ACEH UTARA アチェ・ウタラ 50,920 50,216 4.323 217,074

ACEH BARAT DAYA アチェ・バラット・ダヤ 14,410 13,566 4.117 55,848

GAYO LUWES ガヨ・ルエス 12,248 10,540 4.058 42,775

ACEH TAMIANG アチェ・タミアン 21,730 15,178 4.153 63,030

NAGAN RAYA ナガン・ラヤ 28,222 27,104 4.130 111,941

ACEH JAYA アチェ・ジャヤ 5,420 3,595 3.863 13,886

BANDA ACEH バンダ・アチェ 153 103 3.796 391

SABANG サバン 98 85 2.129 181

KOTA LANGSA コタ・ランサ 2,295 2,206 3.862 8,519

LHOKSEUMAWE ロックスマウェ 1,496 1,196 3.834 4,585

BENER MERIAH ベネル・メリア 3,766 3,202 3.716 11,898

平均 - - 3.910 -

合計 372,980 337,897 - 1,411,648  
＊アミがけは対象地域（5 県）（出所：アチェ州農業局） 

 

また、聞き取り調査によれば、農民の保有農地はおおよそ 0.5ha かそれ以下であり、小規模で零細

な農家である。稲作栽培には堆肥、尿素、SP-36 を使用しており、MOP を使用している農民もいる

が十分な量は購入できず、現在 MOP を使用していない農民も余裕があれば MOP を使用したいと考

えている。農薬（殺虫剤）も使用しているが、夜盗虫が発生した場合は、県の農業事務所に連絡すれ

ば駆除される仕組みとなっている。農業は家族単位で行っており、農繁期には農民組織のメンバーに

よる助け合いもある。耕作準備は、乗用トラクターや歩行用トラクターなどの農業機械をレンタルし

て土地を耕起し、脱穀も機械を借りて行っているが、稲の栽培は、苗代から手による移植で行ってい

る。 

 

 農民組織、農業改良普及員、県農業事務所は農業を実施するにあたり密接に連絡を取り合っている

ようである。また、ほとんどの農民（土地持ち、土地なしの場合でも小作人ではなく、土地を借りて

農業を行っている農民）が村や居住地域を核として農民組織のメンバーとなっている。しかし、組織

による活動はまちまちのようで、すべての農民組織が種子や肥料をまとめて購入しメンバーに配布し

たり、リボルビング･ファンド13などのサービスを提供したりしているわけではない。 

 これら農民組織は、1970 年代のコメ増産政策のもとに組織化された村落協同組合（KUD）とは区

別されている。KUD は日本における生協の組織に近い。その経営母体は精米、小売店などを経営し

                                                  
13 農民組織が回転資金として確保しているもので、原資は援助による場合が多い。 
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ており、農民でなくても KUD のメンバーとなれる。また、KUD の管轄は協同組合・中小企業省で

ある。 

 

3）肥料の利用状況 

 バンダ・アチェ県にある国立農業技術評価研究所（BTPT）では、津波前にアチェ州の各県の主な

地域について土壌試験を行っており、使用する施肥量を表 2-13 のように推薦している。例えば、ア

チェ・ブサール県については 17 ヶ所で土壌分析を行い、その圃場に①化成肥料のみ使用した場合の

尿素、SP-36、MOP の使用量、②稲の茎等を農地に漉き込んで耕作準備をする場合の尿素等の使用量、

③堆肥を農地に撒いた場合の尿素等の使用量を調査している。厳密には、圃場によって更なる土壌分

析が必要とのことであり、農業改良普及員用に携帯用の土壌分析キットも備えてあった。 

ここに記されているのは優良品種である多収性品種向けの施肥量であり、化成肥料の購入による支

出を抑えるための経済的施肥についても研究している。土壌は窒素分が低く、尿素は 3 分の１ずつ元

肥、中間追肥、幼穂形成期の追肥に施用する。燐酸の施用効果は高いが、ある程度は家畜の糞による

堆肥の利用で補うこともできる。カリ成分については、もともと穂づみによる収穫のため水田からの

カリの持ち出し量は少ないとされており、稲の茎を漉き込むことで、土にカリを戻した場合、MOP

の使用は必要ないか、少量で補えることができる。いずれにせよ、稲作はバランスの取れた窒素、リ

ン酸、カリの施肥が単肥あるいは化成肥料によって行われる必要があるとの結果である。  

MOP の利用は、後述するが、MOP を使うことで行える稲の増産と MOP 価格の折り合いによるも

のであり、堆肥や稲藁を利用することで補いきれないカリの補填として有効である。 

 

表 2-13 地域別施肥量（稲） 

尿素 SP-36 MOP 尿素 SP-36 MOP 尿素 SP-36 MOP

アチェ・ブサール 200 50-100 50-100 180 75-100 0-50 150 25-50 30-80 17

ピディ 200 50 50 180 50 0 150 0 30 23

ビルン 200 50-75 50-100 180 75 0 150 0-25 30-80 10

アチェ・ウタラ 200 50-100 50-100 180 50-100 0 150 25-50 30 14

アチェ・ティムール 200 75-100 50 180 75-100 0 150 25-50 30 11

県名 調査箇所

化学肥料のみ使用した場合
の必要量（kg/ha)

稲の茎をhaあたり5t漉き込
んで使った場合の必要量

（kg/ha）

堆肥をhaあたり2t使った場
合の必要量(kg/ha)

 
（出所：国立農業・評価研究所、BTPT） 

 

 

2-2 貧困農民、小規模農民の現状と課題 

 

（1）貧困ライン 

 ｢イ｣国は経済的には安定した発展を続けているものの、富の分配という面において平等ではなく、

独自に「国家貧困ライン」を設定している。これは、2003 年におけるカロリー摂取量をもとに算出

され、1 日 2,100 キロカロリー相当の食糧と、それ以外の必需品（衣服・住居・教育・保健・交通等）
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を得るのに最低必要な支出水準であり、金額にすれば一人当り 118,554Rp/月（約 53 円/）である14。 

WFP による貧困層の分布図を図 2-7 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
14 A Food Insecurity Atlas of Indonesia, WFP 
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｢イ｣国全体で見れば、貧困ライン以下の人口は、1996 年の 17.55%（3,400 万人）、1999 年の 23.43%

（4,800 万人）、2003 年では 17.42%（3,700 万人）とその削減に努力しており、国全体では 1999 年以

降、ほとんどの州で貧困層は減ったが、唯一の例外がアチェ州である。1996 年に 12.72%だった貧困

層は、1999 年には 14.75%、2003 年には 29.76%と増加している。 

図 2-7 では、アチェ州の全土で住民の 20%以上が貧困層であることがわかるが、要請対象地域別に

貧困層の割合を見れば、アチェ･ブサール 30.5%、ピディ 38.9%、ビルン 30.0%、アチェ･ウタラ 38.2%、

アチェ･ティムール 31.6%であり、貧困率は非常に高い。この資料は 2003 年におけるものであり、2004

年末の津波の影響がアチェ州の実態をさらに貧困に追いやったことは想像に難くない。 

 2003 年では、1 日 1 ドル以下の生活者は国民の 7.4%だが、53%以上の国民（約 1 億 1 千万人）が 1

日 2 ドル以下で生活し、水供給や衛生、保健、教育にアクセスできず15、｢イ｣国貧困の層は厚い。 

 

（2）貧困と農民 

2004 年では、貧困ライン以下の人口が都市ではその人口の 12%であるのに対し農村部では人口の

20%が貧困ライン以下である16。インドネシアの貧困層の約 58%が農業セクターに集中しており17、

農村部における農業従事者の 82.59%が慢性的な貧困層18である。 

また、貧困層の職業的背景を分析するために家計の収入源を見ると、農業セクターが、他のセクタ

ーと比べて貧困層が多いことがわかる。 

 

表 2-14 に貧困世帯の主な収入源を示す。農村貧困層の 54.4%は自営農業であり、さらに 16.9%が農

業関連の賃金労働で生計を立てている19。 

農業セクターにおける貧困とは、その現金収入が少ないことに起因する場合が多く、明日の食い扶

持にも事欠くというような都市部におけるスラムの住民の困窮さとは異なっている。 

｢イ｣国の稲作農家はその保有面積が 0.5ha 程度であり、零細な営農状況から小規模農家と位置づけ

られる。農業生産物のうち、コメはほとんど自家消費されており、家族で農業を行う自営農業である。

農業生産活動についても、使用すれば収量があがることがわかっているにもかかわらず、約 40 円/kg

の肥料（MOP）が購入できない状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                                  
15 EIU Indonesia Country Profile 2006 
16 EIU Indonesia Country Profile 2006 
17 貧困プロファイル インドネシア共和国、国際協力銀行（2001 年 2 月） 
18 貧困プロファイル インドネシア共和国、国際協力銀行（2001 年 2 月）、1999 年の例 
19 貧困プロファイル インドネシア共和国、国際協力銀行（2001 年 2 月） 
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表 2-14 貧困世帯の主な収入源（1999 年） 

（単位：％）

都市部 農村部 合計

農業 賃金労働者 8.3 16.9 13.7

自営業者及び雇用者 7.5 54.4 36.7

鉱業 賃金労働者 0.5 0.5 0.5

自営業者及び雇用者 0.5 0.3 0.4

製造業 賃金労働者 11.7 2.5 6

自営業者及び雇用者 2.2 2.9 2.6

公益事業 賃金労働者 0.3 0.1 0.2

自営業者及び雇用者 0.1 0 0

建設業 賃金労働者 6.8 3.5 4.8

自営業者及び雇用者 0.8 0.4 0.6

卸売り・小売業 賃金労働者 5.3 0.7 2.5

自営業者及び雇用者 17.1 6.3 10.4

運輸業 賃金労働者 3.3 0.9 1.8

自営業者及び雇用者 6.9 2 3.8

金融業 賃金労働者 0.8 0.1 0.3

自営業者及び雇用者 0.3 0.1 0.2

その他サービス業 賃金労働者 12.7 3.3 6.8

自営業者及び雇用者 4.2 1.1 2.3

その他 賃金労働者 0.2 0.1 0.2

自営業者及び雇用者 0.1 0.2 0.2

その他所得 10.3 3.7 6.2

合計 100.0 100.0 100.0  

（出所：貧困プロファイル インドネシア共和国 国際協力銀行） 

 

現状における小規模農民の課題は、家計の収入をどのように向上させ、農業生産活動を活発化させ

るかということである。アチェ州の BRR からも言及されたが、｢イ｣国においてもかつての日本のよ

うに、若い世代は重労働と現金収入の低さから離農することが問題となりつつある。｢イ｣国は、その

気候風土から、水さえ十分に確保できれば、よほどの天災がない限り農業生産には適しているが、農

業生産活動を次世代にとって魅力的なものとするためには工夫が必要であり、例えば BRR は、若手

農民の中から中核となるようなリーダーの育成を考えている。 

現状の小規模農民の抱える問題点は、上述のコメの生産状況の中で述べた。 

例えば、農民の資金力のなさを補うための銀行からの融資等については、担保の有無などの融資条

件に合格しないことからほぼ農民はアクセスできない。農民組織が独自のリボリビング･ファンドを

利用し、肥料を共同購入し、収穫後の支払いで組織に所属する農民に販売している例はあるものの、

資金力のない多くの農民組織では農民に対するサービスは行われていない。 

生計の改善を増収によって実行するには、農民の生産性の向上が必要となるが、そのためには技術

力の向上、農業インプットの向上、農業機械化によって労働力を軽減し、効率を高める必要があり、

生産および収入が低いレベルで安定している現状において、小規模農民の努力だけでは生産性改善の

ための資本投下も行えず、現状の打破には行政が課題の解決に取り組む必要がある。 
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2-3 上位計画 

 

（1）国家開発中期計画（Medium Term Development Plan 2005-2009） 

経済的・社会的に豊かな国家を形成するために、マクロ経済の安定化及び財政赤字の削減、十分な

雇用の創出を伴った経済成長、産業における競争性の強化、投資・輸出の推進を目標とし、民主主義・

法制度の確保、安全で平和な国家の創造、豊かさの向上を、アジェンダとして掲げている。 

これらのアジェンダを達成するために、インドネシア政府は、1）マクロ経済の安定、2）産業風土

の向上、及び 3）農水産業の再活性化といった経済政策を策定した。3）では、2005 年から 2009 年の

期間に農業セクターの GDP の成長率、年間平均 3.52%を達成し、農民の収入と福祉を向上させるた

めに、以下の 11 点を最終目標として掲げた。 

 

1. 高い競争力を持つ商品を生み出すために、農民の能力を向上させる。 

2. 食糧の自給を保障するために、国内需要量の最低 90%の備蓄量で、国内の米の生産量を守る。 

3. コメの依存度を減少させるために、食糧の生産、準備、及び消費を多種多様にする。 

4. 国内の家畜用飼料と魚の備蓄量を高める。 

5. 動物性蛋白質の消費量を増加させる。 

6. 農業と水産業の生産物の競争力と付加価値を向上させる。 

7. 農業と水産業の生産物の生産と輸出を増加させる。 

8. 天然資源を保全するため、農民と漁民の能力を向上させる。 

9. 木材森林産物の付加価値と利用を最適化する。 

10. 非木材森林産物を増加させる。 

11. 生産的な森林管理のパイロットプロジェクトとして、最低 500 万 ha の植林を行なう。 

 

（2）インドネシアの農業開発計画 2005-2009（農業省） 

農業開発のターゲットを、①農産物の生産能力を改善し、輸入の依存を国内需要の 5～10%に減ら

して食糧安全保障を向上させる、②農産物の品質向上を通じて農産物の付加価値と競争力を高め、農

産物加工を多様化し、農産物の輸出を増やす、③農業セクターにおける労働の生産性を高め、貧困の

発生を低くし、農民の福祉を改善する。 

 

2KR によるコメ増産を通じた貧困農民・小規模農民の生活向上の支援は、上位計画に揚げられて

いる貧困農民の労働生産性の向上及び食糧の自給保障という政策点と整合する。 

 

（3）アチェにおける再建復興計画 

 BRR によるアチェ･ニアス農業セクター再建・復興計画は次のとおりである。 

BRR は、アチェ・ニアスにおける生活の回復とコミュニティの強化を目的として、「BUILD BACK 

BETTER」のキャッチフレーズのもと実施している。津波による被害状況は上述のアチェ州の農業事

情のとおりである。 

 BRR は、農業開発理念を 1）貧困削減、2）持続可能な生活、3）コミュニティを巻き込む、4）市

場との連携、5）環境保全とし、目標と戦略を次のように設定している。 
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表 2-15 アチェにおける再建復興計画 

目標 主な戦略

短期

・生活を(津波の前のように）元
どおりにする。
・農業システムを元どおりに復
活させる。
・農業支援システムを元どおり
に復活させる。
・土地のリハビリを行う。
・市場形成の機会。

・コミュニティを巻き込む（コミュニティ･ド
リブン）。
・主な経済インフラの建設。
・ブロック無償とソフト･ローンの供給。
・ミクロ・ファイナンス組織と銀行を通じて
ファンドを供給。
・農業生産システムの回復。
・支援サービスと農民組織を元どおりにす
る。

長期

・自助努力による農業システム
を開発する。
・農業開発を持続させる。
・農民とマーケティングのため
の研究所を開発する。
・市場との連携。
・インドネシアの他地域のモデ
ルとなるような可能性
・「Build back better}

・コミュニティを巻き込む（コミュニティ･ド
リブン）。
・ミクロ・ファイナンス組織と銀行を通じて
ファンドを供給。
・農業生産システムの強化。
・市場との連携。
・適正な新しい技術の導入。
・支援サービスと農民組織の向上。
・コミュニティ･ベース。
・総合的なアプローチ。

 

（出所：アチェ･ニアス農業セクター再建・復興計画、BRR） 

 

短期的には、津波が起こる以前の状態に戻すことを目的とし、長期的には以前よりもよりよい状態

を目指し、｢イ｣国の開発モデルとなることも視野に置く、という、野心的な試みである。 

実施に際しては、2005-2006 年を、緊急的な支援が必要な、「回復」のための年とし、2007-2009 年

を復興・発展のための年とし、BRR は 2009 年には解散するとしている。 

従い、本件の実施は、①緊急的な援助を終え、復興・開発に向かう時期の援助であること、②稲生

産に役立つ肥料の配布であり、農民のキャパシティ・ビルディングに役立つ、との 2 点から、再建・

復興計画に合致する。 

また、津波以降、被災地を対象とした援助は、援助を受けた住民と、援助の対象外となった住民の

格差を生み出しているといい、援助対象者には支援が集中し、援助の対象外となった住民が嫉妬心を

抱くような事態となっているとの指摘があり、本件実施が被災地以外を対象としている点も BRR か

ら評価された。 

 

なお、農業省の資料によれば、農業セクターにおけるドナーの貢献は、FAO が約 2,100 万ドル、

ADB が約 800 万ドル、IFAD が 3210 万ドルとなっており、国際的研究機関（フィリピンの IRRI など）、

国際 NGOs（OXFAM など）も復興計画の実施に参加しており、BRR が主体となって数度にわたり調

整会議およびワークショップを開催している。主なプロジェクトは次のとおりであり、FAO のプロ

ジェクトの中には農業インプット（肥料）も含まれている。 

 

【FAO】 

・ 地震/津波被災地における緊急的な復興支援（FAO 専門家と NGO による直接的支援）：40 万ドル 

・ 南西アジアにおける最も被害の大きい漁民と農民を対象とした農業支援のニーズの緊急的アセ
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スメントと農業インプットの速やかな支給（食糧と種子・肥料・農具の支給）：12 万ドル 

・ FAO コミットメント（農業局との協力）：１千万ドル 

・ アチェ州の津波被害のあった農民、漁民、女性と他の被害にあいやすいグループを対象とした食

糧保障の回復と家庭のための持続的な緊急援助（2005 年 3 月 1 日～6 月 30 日まで）：約 710 万ド

ル 

・ インドネシアの津波被災地に対する日本-FAO 共同緊急支援（2005 年 1 月 17 日から 2006 年７月

16 日）：約 58 万ドル 

・ 農業局による、津波被災コミュニティでの小規模食糧生産と漁業活動をすぐに始めるために必要

なインプットの緊急的支援（2005 年 1 月から 2006 年 12 月）：約 200 万ドル 

・ 農業局による、海岸線における農業の速やかなリカバリーのための地域情報管理と調整（2005

年 11 月から 2006 年 6 月）：8 万ドル 

【ADB】 

・ IPM20プロジェクトからのセービング（ココナッツ種子の配布、圃場のリハビリなど、ソフトロ

ーン）：約 500 万ドル 

・ P4K（2005 年 10 月から、農民へのワークショップ等、借款）：約 300 万ドル 

・ 地震と津波の緊急的支援プロジェクト Earthquake and Tsunami Emergency Support Project (ETESP)

（2005 年 11 月から、無償）：約 3300 万ドル 

【IFAD】 

・ P4K プロジェクト・ローンからのセービング：約 320 万ドル 

・ PIDRA プロジェクト･ファンドへの移転：300 万ドル 

 

 

                                                  
20 Integrated Pest Management 
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第 3 章 当該国における 2KR の実績、効果及びヒアリング結果 

 

3-1 実績 

 

「イ」国に対する 2KR の供与は 1977 年度（昭和 57 年）に始まり、2001 年度（平成 13 年）まで、

1999 年度（平成 11 年）を除いて継続的に実施されていた。その後、2003 年度（平成 15 年）、2005 年

度（平成 17 年）に供与が行なわれている。 

過去 6 年間の｢イ｣国に対する 2KR での供与金額、カテゴリー及び調達品目は、表 3-1 のとおりで

あり、熔リン及び MOP（塩化カリ）が調達された。過去 6 年間の累計供与額は 35.8 億円、現在まで

の供与金額総計は、438.1 億円である。 

2000 年度（平成 12 年）以降、「イ」国に対する 2KR においては、MOP の占める割合が高く、今

回の調査においても｢イ｣国から MOP の要請が確認された。 

 

表 3-1 過去 6 年間の供与実績 

年度（平成） 平成12 平成13 平成14 平成15 平成16 平成1７
年度（西暦） 2000 2001 2002 2003 2004 2005

供与金額（億円） 14 12 - 6 - 3.8
カテゴリー 肥料 肥料 - 肥料 - 肥料

熔リン

MOP
- MOP調達品目 MOP - MOP

 

（出所：JICS データベース） 

 

2000 年度分以降の配布実績を表 3-2 に示す。 
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表 3-2 2KR 調達品目配布実績（2000 年度以降） 
<2000年度>

エンドユーザー 肥料 調達量 配布量 在庫 配布先（州）

PT. SANG HYANG SERI 塩化カリ 12,436.3 12,436.3 0.0 西ｼﾞｬﾜ、ﾊﾞﾝﾃﾝ

(農業省管轄の種子生産公社） 熔リン 4,981.0 4,981.0 0.0 ﾗﾝﾌﾟﾝ

PT. PERTANI
(農業省管轄の農業資材公社）

塩化カリ 12,407.8 12,407.8 0.0 東ｼﾞｬﾜ

中部ジャワ州農協連合会
(協同組合・中小企業省管轄）

塩化カリ 24,907.7 24,907.7 0.0 中部ｼﾞｬﾜ

合計 塩化カリ 49,751.8 49,751.8 0.0 －

熔リン 4,981.0 4,981.0 0.0 －

<2001年度>

エンドユーザー 肥料 調達量 配布量 在庫 配布先（州）

PT. SANG HYANG SERI

(農業省管轄の種子生産公社）

PT. PERTANI

(農業省管轄の農業資材公社）

東ジャワ州農協連合会

(協同組合・中小企業省管轄）

PT. MEGA ELTRA

(国営肥料会社子会社）

PT. PPI

(商業省管轄の国営商社）

合計 58,908.7 58,908.7 0.0

<2003年度>

エンドユーザー 肥料 調達量 配布量 在庫 配布先（州）

PT. SANG HYANG SERI 1,998.800 1,998.800

(農業省管轄の種子生産公社） 4,000.000 4,000.000

PT. PERTANI 3,899.650 3,899.650

(農業省管轄の農業資材公社） 3,000.000 3,000.000

東ジャワ州農協連合会

(協同組合・中小企業省管轄）

PT. MEGA ELTRA

(国営肥料会社子会社）

PT. PPI

(商業省管轄の国営商社）

合計 20,887.065 20,887.065 0.0

<2005年度>

エンドユーザー 肥料 調達量 配布量 在庫 配布先（州）

PT. SANG HYANG SERI 3,000.0 0.0 3,000.0 南ｽﾗｳｪｼ、西ｽﾗｳｪｼ

(農業省管轄の種子生産公社） 2,141.0 0.0 2,141.0 中部ｼﾞｬﾜ

PT. PERTANI

(農業省管轄の農業資材公社）

東ジャワ州農協連合会

(協同組合・中小企業省管轄）

PT. MEGA ELTRA

(国営肥料会社子会社）

PT. PPI 500.0 0.0 500.0 中部ｼﾞｬﾜ

(商業省管轄の国営商社） 500.0 500.0 ｼﾞｮｸｼﾞｬｶﾙﾀ

合計 11,623.0 0.0 11,623.0
（出典:農業省Progress Report of Second Kennedy Round Program, Nov. 9, 2006）

塩化カリ

南ｽﾗｳｪｼ、東南ｽﾗｳｪｼ

東ｼﾞｬﾜ

中部ｼﾞｬﾜ塩化カリ 1,000.0 0.0 1,000.0

塩化カリ 2,482.0 0.0 2,482.0

東ｼﾞｬﾜ

塩化カリ

塩化カリ 2,000.0 0.0 2,000.0

塩化カリ 2,499.585 2,499.585 0.0

東ｼﾞｬﾜ

塩化カリ 2,499.730 2,499.730 0.0 東ｼﾞｬﾜ

塩化カリ 2,989.300 2,989.300 0.0

中部ｼﾞｬﾜ

塩化カリ 0.0

北ｽﾏﾄﾗ、南ｽﾗｳｪｼ

塩化カリ 0.0

塩化カリ 4,789.4 0.0

東ｼﾞｬﾜ、バリ

塩化カリ 5,985.5 5,985.5 0.0 中部ｼﾞｬﾜ

塩化カリ 9,997.3

塩化カリ 23,160.3 23,160.3

4,789.4

塩化カリ 14,976.2 14,976.2

西ｼﾞｬﾜ、ﾊﾞﾝﾃﾝ、ｱ
ﾁｪ、北ｽﾏﾄﾗ、ﾘｱｳ、
ﾍﾞﾝｸﾙ、ﾗﾝﾌﾟﾝ、南ｽﾗ
ｳｪｼ0.0

0.0

9,997.3 0.0
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3-2 効果 

 

（1）食糧増産面 

これまで 2KR で調達した MOP は、カリを成分とする肥料であり、世界中で広く使用されている。

肥料の三要素である窒素、リン酸、カリのうち、窒素肥料である尿素、リン酸肥料である TSP は自

国で生産し、補助金をつけて販売している。 

「イ」国では、土壌中及び灌漑水にカリの含量が高く、穂づみによる収穫のためカリの持ち出し量

が少ないことから、カリ肥料の施用は行われていなかったが、多収品種の連作によってカリの施用効

果が認められてきた21。 

また、地域によっては土壌がカリ不足となっており、作物の増産目的からカリ肥料の調達を 2KR

で要請してきた経緯がある。そのため、2KR で調達した MOP の配布は、土壌にカリ不足が認められ

る地域を対象として行われていた。表 3-3 に｢イ｣国の水田のカリ含有量について示す。 

 

表 3-3 水田のカリ含有量 

不足 普通 高 合計

1 西ジャワ 225.6 496.2 491.5 1,213.30

2 中部ジャワ 175 330 674.3 1,179.30

3 東ジャワ 71.9 345.6 842.4 1,259.90

4 ランプン 104 53.8 55.2 213

5 南スマトラ 12.9 261.3 155.7 429.9

6 西スマトラ 50.4 110.7 64 225.1

7 南カリマンタン 66.3 261.3 137.6 465.2

8 南スラウェシ 26.7 89.1 465.3 581.1

9 バリ 0 0 91.6 91.6

10 西テンガラ 0 0 122.5 122.5

11 アチェ 12.1 56.5 228.6 297.2

12 北スマトラ 10.1 430.6 89.7 530.4

13 ジャンビ 19.6 139.9 105 264.5

14 リアウ 9.4 82.7 137.1 229.2

15 ベンクル 28.4 40.4 21 89.8

16 北スラウェシ 8.7 40.2 39.5 88.4

17 中部スラウェシ 32 32.9 91.9 156.8

18 南東スラウェシ 22.1 34.8 13.2 70.1

合計 875.2 2,806.00 3,826.10 7,507.30

水田面積（1,000ha）
No 州

 

（出所：Soil and Agro-climate Research Center の資料に基づき、農業省が 2003 年に作成） 

 

MOP による食糧増産の効果については、配布地域で MOP を販売する場合、販売者（エンドユー

ザー）にデモンストレーション用の展示圃場の設置が義務付けられており、農業省は使用結果を年次

                                                  
21 インドネシアの稲作（熱帯アジアの稲作：農林統計協会）による。 
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報告書に記録している。2004 年の年次報告書によれば、展示圃場での MOP による増産効果は表 3-4

のとおりである。中央ジャワ、ジョクジャカルタのように、土壌がカリを含んでおり（上記表 3-3 を

参照）、MOP 未使用で収量が 6.5t/ha～7.6t/ha と他の地域よりも多い地域において、7%～12%（0.56

～0.80t/ha の増産）の増収率を記録しており、ジョグジャカルタでは使用後の収量が 8.16t/ha という

高い単収を記録している。単収が比較的低い西ジャワ、東ジャワでは、MOP を使用した結果、1.26t/ha

以上の収量増が見られ、効果が大きいことがわかる。 

 

表 3-4 デモンストレーション圃場での MOP の増産効果 

MOP未使用 MOP使用

（t/ha） （t/ha）

Karawang 50 50 5.40 6.89 1.49 28

Subang 35 50 5.62 6.88 1.26 22

Pati 1 100 6.50 7.30 0.80 12

Grobogan 1 100 6.80 7.60 0.80 12

ジョグジャカルタ Bantul 1 75 7.60 8.16 0.56 7

Sidoarjo 1 100 4.50 6.00 1.50 33

Mojokerto 1 100 4.50 6.30 1.80 40

Lumajang 1 100 4.20 6.00 1.80 43

東ジャワ

施肥量
（kg/ha）県名 地域名

耕地面積
（ha）

単収当たり
の増加収量
（t/ha）

増収率
（%）

西ジャワ

中央ジャワ

単収

 

（出所：Annual Report 2004 農業省） 

 

稲のカリ肥料の施用による増産効果については、東ジャワ州組合連合会（PUSKUD）がデモンスト

レーションを行っているので、その結果を表 3-5 に示す。 

 圃場へは、ヘクタールあたり尿素 400kg、硫安 50kg（どちらも窒素肥料）、SP-36 を 50kg 施用し、

MOP は 100kg を投与した。 

表 3-5 MOP 施肥効果 

No 生産量（t/ha） 増産効果

県 村 無MOP MOP投入 （t/ha）

1 Sidoarjo Wonoayu Sarnawi 1ha 4.5 6.0 1.5

2 Mojokerto Sambiroto Kamdi 1ha 4.9 6.3 1.4

3 Mojokerto Gambungar Riamin 2ha 4.7 6.2 1.5

4 Lumajang Tempeh Taufik 3ha 4.2 6.0 1.8

農民ｸﾞﾙｰﾌﾟ
圃場
面積

展示圃場場所

 

（出所：東ジャワ州 PUSKUD） 

 いずれのデモンストレーション圃場でも、MOP 投与によって単位あたり 1t 以上の大きな増産効果

が表れており、カリ不足水田における MOP の施肥効果が確認できた。 

以上から、MOP の施肥効果については個々の農民に対しては増産効果が期待できる。 

 

（2）貧困農民、小規模農民支援面 

 農業省は、2KR 肥料の購買農家に対して肥料の増産効果及び所得増加効果の調査を実施しており



 31

の、その結果を表 3-6 に示す。 

表 3-6 収量と所得増加率の比較 

未使用 使用 増加率 未使用 使用 増加率

西ジャワ Karawang 3.17 4.2 32.5% 3,804 5,040 32.5%

ベンテン Serang 3.8 4.36 14.7% 4,560 5,232 14.7%

中央ジャワ Kebumen 4.6 5.8 26.1% 5,520 6,960 26.1%

ジョグジャカルタ Bantul 4.8 5.2 8.3% 5,760 6,240 8.3%

東ジャワ Mojokerto 2.12 4.49 111.8% 2,544 5,388 111.8%

所得

（1,000 Rp）県名 地域名

単収

（t/ha）

 

（出所：Annual Report 2004 農業省） 

 

 これによれば、単収はそれぞれ、8～112％増加しており、所得は単収の増加に比例して増加してい

る。肥料の販売対象は貧困・小規模農民であることから、貧困･小規模農民に対しての支援として効

果があったと認められる。 

 また、見返り資金使用プロジェクトは、貧困・小規模農民が裨益する計画を選んで実施していると

の説明を農業省 2KR 事務局から受けており、この点でも貧困･小規模農民に裨益するものである。見

返り資金プロジェクトについては第 4 章を参照されたいが、このうち貧困・小規模農民に裨益してい

るのは次のとおりである。 

1）2004 年度 

①複合肥料普及事業：西ジャワ、中央ジャワ、東ジャワ、北スマトラ及び南スラウェシの 5 州を対

象として、コメの品質・生産性向上による農民の所得増加を目的とした肥料、種子の供給と訓練

を実施した。 

②レバック地域開発事業：南カリマンタンにおける 9 地域の湿地帯の稲作農家を対象として、コメ

増産のため、肥料、種子、除草剤及び灌漑ポンプの供与、農民に対する訓練を実施した。このプ

ロジェクトの実施により、二期作が可能となった。 

2）2005 年度 

①レバック地域開発事業(Ⅱ)：2004 年実施分のフェーズⅡ。南スマトラの稲作農家を対象として、

肥料、種子、灌漑ポンプの供与、農民に対するトレーニングを実施した。 

②ノンバンク融資促進事業：農村ノンバンクを設立し、マイクロクレジットによって農業活動に対

する貧困農民の融資ニーズに対応する。 

③コメ銀行事業：協同組合による農業資材の共同購入及び組合員からの籾の買い上げ能力を向上し、

協同組合を強化する。 

④アチェ州津波･地震自然災害支援：アチェ州における津波被害に対応し、食糧パックを配布する。 

 

3）2006 年度 

①中部ジャワ馬鈴薯種芋農家強化事業：中部ジャワ 5 県において、生産性向上のための馬鈴薯種芋

生産農家の経営強化を図るため、リボルビング・ファンドを種芋生産農家グループへ融資し、再

生産の確保、新規参入を奨励する。 
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②中部・西ジャワ土壌微生物利用促進事業：有機肥料の施肥が乏しい｢イ｣国において、ボゴール農

科大学との共同事業として、農家が利用可能なコンポスト生産技術の開発、知力向上効果の高い

土壌微生物の獲得、当該技術の農家への普及を図る。 

③農村普及拠点強化事業：農家により自主的に結成されている普及組織である農村研修センターの

強化を通じて、地方分権化により弱体化している普及活動の活性化と地域農家や農民グループに

おける農業経営の応力の強化を図る。全国から選定された 8 県の農村研修センターに所属する指

導者、農民グループ、農民に対し研修を行う。 

④農村資金運用強化事業：南東スラウェシ州において、農民の貧困削減、農村の活性化を目指し、

施設維持及び農業経営のための資金及び小口融資資金を管理できるよう農民組合の能力強化を

図る。 

 

 

3-3 ヒアリング結果 

 

（1）裨益効果、ニーズの確認 

・ アチェ州では、津波被災後、全般的には住民の生活は以前の状態に落ち着きつつある。NGO な

どが農地の復旧作業を行い、農業資機材を投入しているので、２KR で肥料を配布するにはいい

時期である。MOP の施肥効果は農民に周知されているが、価格面で購入が困難であり、潜在需

要はある。（シャクアラ大学農学部） 

・ 被災地は複数のドナーからの援助が重なる事態となっているので、被災地以外を対象として肥料

を販売するのは時宜を得たものである。（FAO） 

・ 肥料は尿素 200kg/ha、SP-36 を 150kg/ha、MOP を 50kg/ha といった施肥量で使用している。MOP

は高いので、推奨施肥量 100kg/ha の半分の 50ka/ha の施肥量にとどまっているが、推奨施肥量を

施肥することができれば 9t/ha の収量を上げることができる。（ランブルット農民グループ） 

 

（2）課題の把握 

FAO では、農業資材セット、技術指導、営農指導を組み合わせた「農民グループ開発計画」を実

施しており、農民の自立的な発展を促している。肥料供与は、実施時の効果はあるので、その後の持

続可能な農業開発をどのように構築させるか、という点での工夫が農民への支援には重要である。 
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第 4 章 案件概要 

4-1 目標及び期待される効果 

 

2004 年 12 月のスマトラ島沖地震及び津波の被害により、アチェ州の農業も沿岸地域を中心に

大きな被害を受けている。また、1980 年代から激化した内戦により、治安上の問題からアチェ

州の農業は長い間政府の支援を受けることができず、開発から取り残されている地域も多い。他

方、津波被害後、被災地域は世界中のドナー及びインドネシア政府より支援を受け、平常に戻り

つつあるとされているが、津波被害を受けていない地域が開発から取り残されたままとなり、地

域間の軋轢が産まれる可能性がアチェ州政府関係者などから指摘されている。 

以上の背景のもと、2KR を「アチェ復興」支援目的に使用することとし、被災地以外も対象

として、アチェ州復興政策の継続と下支えを行うことを目的としている。 

本件は、コメ生産に必要な肥料を調達し、現行の 2KR の実施方法を最大限踏襲する形で、協力

の目的を達成することを目指している。対象地域の農民に、肥料配布業者を通じて低価格で肥料を

販売し、政府の推進する貧困農民へのバランス施肥政策、貧農支援政策を促進する役割をもつ。 

期待される短期的目標及び長期的目標は以下のとおりである。 

 

短期的目標 

（1）貧困農民の肥料へのアクセスの改善 

（2）バランスの取れた施肥によるコメの収量増加 

（3）生産するコメの品質向上 

 

長期的目標 

（1）農産物の生産性向上による所得向上 

（2）食糧安全保障の向上 

（3）アチェ州内の被災地と非被災地との格差是正 

（4）対象地域における貧困農民の削減 

 

4-2 実施機関 

 

農業省を中心とした 2KR ナショナルチームが 2KR の実施責任機関である。農業省の総予算は 67.5

億 Rp であり、土地水利局に対し最も多く予算が配分されている。下記に農業省予算を示す。 
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表 4-1 2006 年度農業省予算 

予算額

各局予算 5,691,850,600

1 食糧作物局 440,737,780

2 園芸作物局 251,769,623

3 エステート作物局 452,698,456

4 畜産局 596,996,276

5 土地水利局 962,895,469

6 食品加工・マーケティング局 379,803,202

7 官房部門 762,185,576

8 監査部門 37,775,099

9 食糧安全保障局 418,945,817

10 人材開発局 526,463,428

11 農業研究開発庁 580,578,017

12 植物防疫 281,001,857

特別予算 1,066,630,000

合計 6,758,480,600

部局名

 

（出所：農業省） 

 

平成 10 年度（1998 年度）まで、内閣官房技術協力（SEKNEG）或いは国家開発計画庁（BAPPENAS）

の統括のもとで、農業省、協同組合省、公共事業省及び労働移住省の 4 省庁により 2KR は実施され

ていた。その後のアジア経済危機、大統領の交代、省庁改編などにより実施体制が混乱していたが、

平成 13 年（2001 年）に、各省庁間の調整をより効果的に行い、2KR の実施体制を再構築するために、

農業大臣令（Agriculture Ministerial Decree No:599/Kpts/KP.150/11/2001）により、2KR の実施機関とし

て、農業省を取り纏め役として関係省庁から編成される 2KR ナショナルチームが設立された。 

その後、農業大臣令（Agriculture Ministerial Decree No:319/Kpts/KP.160/5/2004）により、2KR ナシ

ョナルチームが改編され、2KR ナショナルチームは上記４省庁に財務省、国家開発計画庁、外務省

を加え、取り纏めを行っている農業省国際協力局二国間協力課内に 2KR 事務局を設置し、4 名の専

任の職員を配置している。その後 2KR ナショナルチームの下、関係省の実務部署責任者により構成

されている 2KR ステアリングコミッティ（運営委員会：計 15 名）、実務担当者レベルによるオーガ

ニゼーションコミッティ（組織委員会：計 12 名）が組織され、実施体制の強化が図られた。 

2KR ステアリングコミッティは、組織委員会、2KR 事務局を活用して 1）日本国政府に対する要請

書の提出、2）農業省が作成した実施及び評価報告の日本国政府に対する提出、3）配布計画、実施評

価等に関する 2KR ナショナルチームに対する報告、4）見返り資金プロジェクトの選定及び要請書の

作成、5）見返り資金の回収及びガイドライン作成等を行なう。 

なお、見返り資金については、農業省令にて別途タスクフォース（ワーキンググループ）を編成し

実務を処理している。各組織の責任者及び実務の主要メンバーは農業省の人員が割当られており、実

質的には農業省が主導している中で財務省、BAPPENAS 及び協同組合・中小企業省などの関係他省
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庁の参加体制も整備され、アチェ州政府との連携も図られており十分に整備されているといえる。 

また、本年度の要請はアチェ州を対象地域としていることから、中央政府と地方州政府との連携が

今まで以上に重要であることから、農業省は 2KR ナショナルチームの名の下、州政府農業局（DINAS）

及び県農業事務所と協議を重ね、地方での実施体制を構築している。なお、アチェ州における津波被

害復興を司るアチェ・ニアス復興庁（BRR）とは州政府農業局を通じ協力体制を築いている。 

農業省は、農業省を中心とし関係省から編成された 2KR ナショナルチームを設立して実施の強化

に努めてきた経緯があり、現在｢イ｣国における 2KR 実施体制は整備され、堅固なものとなっている。

月次・四半期・年間報告書を作成し、日本大使館に提出するなど、実施上の協議や報告も滞りなく行

っている。 

 

農業省組織図を図 4-1 に、2KR 実施体制を図 4-2 に示す。 

 

　1.　大臣への上級顧問（ｺﾐｭﾆﾃｨｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄ）

　2.　大臣への上級顧問（対外組織及び国際関係）

　3.　大臣への上級顧問（情報システム管理）

検査総局

組織人事局国際協力局

事務総局

検査総局
事務局

農業データ
情報センター

投資認証センター

品種保存センター

農業技術
情報普及センター

土地水利
総局

検査局Ⅲ

検査局Ⅳ

企画財政局

法律広報局

農業政策・
社会経済センター

農業金融センター

検査局Ⅰ

検査局Ⅱ財務兵站局

検疫庁

農産物加工
市場開放総局

研究開発庁

インドネシア農業省

人材開発庁
食用作物

総局
農園作物

総局

畜産総局
園芸作物

総局

 

（出所：農業省） 

図 4-1 農業省組織図 
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図 4-2 2KR 実施体制 

 

 

4-3 要請内容及びその妥当性 

 

平成 16（2004）年 12月に発生した地震と津波によって甚大な被害を受けたアチェ州を対象として、

以下の 2KR の実施が要請された。 

 

（1）要請品目・要請数量・対象作物・対象地域 

本計画で要請された要請品目は MOP（塩化カリ）14,783 トンである。コメを対象作物とし、アチ

ェ州の 5 県を対象地域とする（表 4-2 参照）。 

アチェ州では 2KR で調達される肥料は、アチェ州の主要作物であるコメを対象として、アチェ州

内 5 県の小規模・貧困農民に、肥料販売業者又は州協同組合連合会を通じて販売される。コメはアチ

ェ州において作付面積、収穫量共に首位を占める主要食用作物であることから、アチェ州政府も重視

しており、2KR の対象作物とすることは妥当である。 

主要 4 省 

2KR National Team 
（農業省の取り纏めにより、主要 4 省及び 

国家開発計画庁、外務省、財務省より編成） 

見返り資金 
タスクフォース

 
アチェ州政府 

アチェ州 
農業局 

県農業 
事務所 

県 県県 

Fertilizer Dealer  

 
 
農民 

肥料 

契約 

県 

Bank of 
Indonesia 

見返り

資金 

農業省 協同 
組合省 

労働 
移住省 

公共 
事業省 

2KR  
事務局 

ステアリング 
コミッティ 

オーガニゼーション 
コミッティ 

農民 
組織 
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表 4-2 要請品目・要請数量・対象作物・対象地域 

品名 対象作物 要請数量（t） 対象地域

MOP コメ 14,783
アチェ・ブサール、ピディ、
ビルン、アチェ・ウタラ、
アチェ・ティムールの計5県

（出所：平成18年度現地調査ミニッツ）  

 

1）要請品目 

要請品目は肥料の MOP（塩化カリ）である。 

 MOP は、Potassium Chloride とも呼ばれる代表的なカリ肥料である。カリ鉱石および塩水から分離・

精製したもので、純粋な塩化カリは白色結晶であるが、採掘されたカリ鉱石は少量の粘土、鉄などを

含む桃色ないし赤色で、塩化カリも着色している。水溶性で、カリの肥効は硫酸カリ（SOP）と同じ

と考えてよい。塩素イオンは作物に必須の微量要素であるものの、塩素を好まない作物があり、その

場合には SOP が選ばれる。塩素を好まない作物にはタバコ、ジャガイモなどがある。カリ施肥量が

多い野菜、果樹などには SOP の方が安全であるが価格が塩化カリの倍以上であり、欧米では塩化カ

リが一般的に使用されている。 

 

カリ系の肥料を投入する以外にも、一般的には稲ワラのすき込みや堆肥・厩肥等の稲ワラの使用も

カリ欠乏に有効な対策であるが、もともと稲ワラに含まれるカリ成分は、その水田の土壌に含まれて

いたカリ分を稲が吸収したものであり、水田からの稲ワラを堆肥にして還元した場合においても、根

本的な欠乏対策の解決とはならず、さらにカリは水に溶けやすく流亡しやすいため、MOP 等の肥料

を、外部からカリが不足した水田に投入することは、最も有効なカリ補充方法である。 

「イ」国農業省は、これまで窒素系肥料中心となっている農家の施肥の現状を改善し、肥料の三要素

（窒素、燐酸、カリ）をバランスよく施肥するよう全国的に指導を展開しており、窒素、燐酸肥料が

政府の補助金を受け、販売価格が一定に抑えられているのに対し、「イ」国ではカリ肥料の生産がな

く、割高となっているカリ肥料の普及奨励を 2KR で調達する肥料、見返り資金なども利用して実施

している。本計画も同様にアチェ州においてバランスよい施肥を奨励する政策を補完するものとして

有効である。 

 

アチェ州を含め、「イ」国内で他の種類の肥料と比較して消費量は少ないものの稲の栽培に MOP

が必要なことは一般的に周知されており、過去 2KR でも調達してきたものである。 

｢イ｣国では、稲の栽培に尿素、SP-36、MOP のバランス使用を推奨しているが、国内で生産されて

いる尿素及び SP-36 は政府による価格補助政策があり、農民が購入しやすくなっている。他方、MOP

は、他の肥料に比べ比較的価格が高く、その使用により増産効果が認められているものの、購入でき

る農民は限られているため、2KR で調達した MOP を市場価格より安価で販売し、通常購入できない

ような貧困農民が購入できるようにすることを本要請の目的としている。 

MOP を使用することにより、茎が強くなる、種子の品質が向上する、実が充実する、精米の際の

減耗率が低下する等の効能を過去の 2KR実施地域でのモニタリング結果として 2KR ナショナルチー

ムが連絡協議会などで報告しているとおり、その効果を農民は理解している。カリは作物体内の代謝

を盛んにする作用が大きい。茎が強くなるのは土壌中のケイ酸がカリの施肥により、よく吸われたた
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めと考えられる。稲のケイ酸含量が高くなると、病気に掛かりにくくなり、また倒伏しにくい。 

アチェにおいても現地調査における聞き取りなどから、MOP を使用したいという農家の声はある

ものの、MOP の価格が高いため、経済的になかなか使用しにくいと言う声も聞かれた。今般 MOP

は農家に需要はあるが、価格が高いため購入しづらい肥料である状況が確認できたことから、要請は

妥当である。 

肥料の消費量と価格については、表 4-3 のとおりである。kg 当たりで見ると、同程度施肥が必要

とされる SP-36 のほぼ 2 倍程度であることが分かる。 

 

表 4-3 MOP の市場価格 

（単位：ルピア/kg）

肥料 肥料会社A 肥料会社B
肥料会社B
系列小売店

農民組織
A

農民組織B

尿素 1,200 1,200 1,240 1,300 1,300
SP36 1,750 1,325 1,660 1,550 2,500
MOP 2,900-3,000 2,650-2,850* 2,700-3,000* 3,000 3,000
*50kg袋のキロ当たり単価
（出所：聞き取り調査）  

 

MOP の国内消費量は、表 4-4 のとおりであり、400,000t 程度である。MOP の要請数量 14,783 t は、

国内消費量の約 3%程度であり、民間市場への影響は少ない。 

 

表 4-4 「イ」国の MOP の消費量 

（単位：t）
年 1998 1999 2000 2001 2002

消費量 221,500 252,000 240,000 369,000 405,000

(出所：FAOSTAT)  

 

2）要請数量 

要請数量は 14,783 t である。 

要請された肥料 MOP は、2000 年以降、2KR にて調達されている肥料であり、販売中の 2005 年度

肥料を除いて在庫はない。 

国立農業評価研究所アチェ支所では、アチェにおける、カリ肥料の必要性を調査し、土壌調査の結

果、施肥必要量を設定し、州政府に採用されている。22 

要請数量は、表 4-5 に記載のとおり、計画対象地域が策定され、対象地域での貧困農民を対象に、

インドネシア農業省が定めた地域ごとに土壌調査結果を実施し、その結果に基づいた施肥基準に従い

算定されており、適正なものである。 

 

                                                  
22 同研究所はカリ肥料の施肥の他、稲藁の還元、有機肥料の使用による基準値も出しており、それらの

組み合わせにより、将来はカリ肥料の施肥量を低減することができるとしている。第 2 章参照。 
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表 4-5 2KR 調達肥料使用計画対象面積及び施肥基準 

尿素 SP-36 MOP
アチェ・ブサール 200 50-100 50-100
ピディ 200 50 50
ビルン 200 50-75 50-100
アチェ・ウタラ 200 50-100 50-100
アチェ・チムール 200 75-100 50
（出所：国立農業評価研究所資料）

県
施肥基準量 （kg/ha）
有機物なしの場合

 

 

上記の施肥基準を用いた肥料使用計画及び必要数量は以下のとおりである。 

 

表 4-6 対象面積及び必要数量23 

県
対象面積
（ha）

施肥基準*
（kg/ha）

必要数量
（t）

アチェ・ブサール 32,641 75 2,448
ピディ 38,999 75 2,925
ビルン 37,785 75 2,834
アチェ・ウタラ 55,404 75 4,155
アチェ・チムール 32,272 75 2,420
合計 197,101 14,783
*各地の施肥基準50-100kgの平均値として算出している。
（出所：アチェ州政府農業局資料）  

 

3）対象作物 

対象作物は「イ」国における主食であるコメである。コメはアチェ州における主要食糧作物でもあ

り、当該作物に対する支援は重要である。 

 

4）対象地域 

対象となる地域は、表 4-1 に示したとおり、アチェ州東海岸のアチェ・ブサール、ピディ、ビルン、

アチェ・ウタラ、アチェ・ティムールの 5 県であり、約 20 万 ha を対象としている。この 5 県は、ア

チェ州でもコメの収穫面積が他県より広く、穀物生産において重要な地域である。 

この 5 県の中でも津波の被害を受けた地域についてはすでに様々な援助が行われ、ほぼ災害前の状

態となっているとされるものの、直接津波の被害を受けていない地域はそうした支援から切り離され

ており、今後の発展から取り残される可能性も出てきている。そのため、津波被害を受けていない地

域を中心に対象地域とする支援は時宜に適ったものと言え、州政府、県農業事務所、農民の期待も高

い。 

 

 

                                                  
23 四捨五入処理により、必要数量の合計は各県の必要数量の合計と一致しない。 
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表 4-7 対象地域の作付予定面積と割合 

県名 対象面積（ha） 割合（%）

アチェ・ブサール 32,641 17%
ピディ 38,999 20%
ビルン 37,785 19%
アチェ・ウタラ 55,404 28%
アチェ・チムール 32,272 16%

197,101 100%
（出所：農業省からの聞き取り調査より作成）  

 

さらに、WFP（World Food Programme） が編集した A Food Insecurity Atlas of Indonesia 2005 の貧

困層居住地域 (People Living Poverty Line)において、アチェ州の多くは貧困層24の住む割合が 30%

を越えている地域となっており、「イ」国内でも貧困率が高く、貧困農民支援の目的と合致し、本

件の要請は妥当である。 

 

（2）ターゲットグループ 

対象となる農民は、要請により平均所有農地が 0.5ha 以下の零細・小規模農民からなる農民グル

ープとしている。アチェ州の農民の多くは 2ha 以下の土地を保有しているとされ、中でも多くは

0.5ha 以下とされており、0.5ha 以下の農民を中心とした農民グループを選定することは、小規模・

貧困農民を支援するものであり、貧困農民支援の主旨と合致し、本件の要請は妥当である。 

アチェ州においては 0.5ha 未満の土地を所有する農家は 36%を占めている。これは、全国におけ

る 0.5ha 未満の農家の占める割合が 52%であることと比較し、それを下回っているものの、なお多

くの農家が狭い農地にて十分な収益を得られていない状況が続いている。 

本計画で調達された肥料は、一般市場価格に対して十分な購買力を持たないために肥料を購入機

会が少ない貧困・小規模農民が居住する地域で販売される。そのため、肥料を購入することが困難

であった貧困・小規模農民が容易に肥料にアクセスできるようになる。 

 

表 4-8 農家の土地所有面積 

（単位：千戸）

地域 0.5ha未満 0.5ha以上
0.5ha未満の農家
の占める割合

1983年 1993年 1983年 1993年 1993年
アチェ州 131 183 265 331 36%
全国 9,538 10,937 9,896 10,247 52%  

 

（3） スケジュール案 

アチェ州では、コメは灌漑地域においては雨期及び乾期に二期作栽培され、天水田地域においては

雨期にコメ、乾期は裏作としてトウモロコシ、大豆、ピーナッツ等の二次作物25が栽培される。稲作

では、植付け 15 日後、30 日後乃至 45 日後に施肥される。要請されている肥料は、地域によって多

                                                  
24 貧困層（Poverty Line 以下）は、インドネシア政府により、「一日 2,100 キロカロリー摂取量を賄えることができな

い」層と定義されている。第 2 章参照。 
25 インドネシアではコメを補完する主要食用作物をパラウイジャ作物と称している。 
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少の時期の違いはあるものの、概ね図 4-3 に示すとおり、乾期作では 5 月から 7 月、雨期作では 10

月から 12 月にかけて施肥されている。納入時期は国内輸送等を勘案すると施肥時期の前に納入され

ている必要があるため、乾期では 4 月に、雨期では、9 月に納品されている必要がある。 

納入時期については、「イ」側より、2KR で調達される肥料は、主要な需要期である 9 月までに国

内の港に到着して欲しい旨の要請があり、雨期の施肥開始 1 ヶ月前であり要請された納入時期は妥当

である。 

 

地域 作物名 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
△

○ ○

□ □

△

○ ○

□ □

コメ(雨期作） △ ○□ □□ □ ◎

コメ(乾期作） △ ○□ □ □ ◎

耕起：△　　播種・植付：○　施肥：□　　収穫：◎　　

◎ ◎

◎ ◎

コメ(雨期作）

コメ(乾期作）

ジャワ島など
インドネシアの
一般例

アチェ州

施肥開始：乾期 ｢イ｣国側納入希望時期 施肥開始：雨期

 

図4-3 作物栽培カレンダー 

（出所：聞き取り調査） 

 

（4）調達先国 

これまで「イ」国に対して実施された 2KR では、入札の結果、カナダ産の MOP が調達され、実

施機関及び農民の双方から、茎が強く成長する、籾が充実する、収量が上昇するなどの施肥効果が現

れて、品質が良いとの評判を得ている。また、カナダ産の MOP は「イ」国で他に流通しているベラ

ルーシ産に較べて色が明るく、肥料の粒が粗く撒きやすいなどの点で、2KR の裨益農民から好評を

得る結果となっている。 

なお、サイト調査を行なったバンダアチェ市では、民間肥料業者がベラルーシ製の MOP を販売し

ていることを確認した。 

「イ」国側は過去の 2KR 調達時は市場での売れ行きが良いことからカナダ製を好む傾向があった

が、近年、競争性を高めるために調達適確国に DAC 諸国に加え、国内で製品が流通しているベラル

ーシを加えている。 

DAC 諸国及び、「イ」国内に流通しているベラルーシ及びその近隣国のロシア連邦等 DAC 諸国以

外の国も調達適格国に含め、競争性を確保することが妥当である。 

MOP（カリ肥料）の主な輸出国は表 4-9 のとおりである。 
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表4-9 カリ肥料の主要輸出国と輸出量（5,000t以上の取引） 

（単位：t）
国名 国名 数量

Canada カナダ 7,998,337
Belarus ベラルーシ 3,304,582
Russian Federation ロシア連邦 3,222,000
Germany ドイツ 2,868,000
United Kingdom イギリス 266,000
Spain スペイン 237,900
China 中国 198,500
United States of America アメリカ 173,184
Belgium-Luxembourg ベルギー・ルクセンブルグ 126,907
France フランス 57,150
Chile チリ 35,294
*太字はDAC加盟国 *太字はDAC加盟国
（出所：FAOSTAT）  

 

4-4 実施体制およびその妥当性 

 

（1）配布・販売方法・活用計画 

2KR ナショナルチームとの契約により、農業省、商業省及び協同組合省監督下にある国有会社或

いは州協同組合連合会（「イ」側は総称し「エンドユーザー」と称している）が対象地域の農民グル

ープへ直接販売する。販売先となる農民グループは、州政府農業局（DINAS）と各県の農業事務所

が協議し選定する。なお、販売時にはデモンストレーション農場を設置する等、過去の 2KR で実施

している手法を活用する。 

 

農家の支払いは、収穫後まで猶予される。肥料販売会社は、肥料の売上金を見返り資金として積み

立てる。肥料販売会社は 2KR ナショナルチームとの契約によって、2KR 調達肥料配布に関して以下

のような履行義務を負っている。 

 指定された地域での販売 

 対象作物（コメ）栽培農家への販売 

 スケジュールに則った支払い 

 展示圃場の設置（取り扱い肥料 2,000t につき１ha 26） 

 配布状況のモニタリング 

 月報の提出 

 農家販売価格が指定価格以下になるような価格設定（調査時の市場価格は 2,200～3,000Rp/kg

であった。） 

 

配布、販売、見返り資金積立ての流れを図 4-4 に示す。 

                                                  
26 2005 年度の実績。2006 年度分についてはアチェの事情を考慮し、割合などを検討する。 
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見返り資金口座
（Bank of Indonesia)

2KRﾅｼｮﾅﾙﾁｰﾑ

肥料販売会社･組織

農民組織/
協同組合/小売商

財務省

（管理）

（注）
　肥料：
　代金：

農家

 

（出所：農業省） 

図 4-4 配布、販売、見返り資金積立ての流れ 

 

上述の義務を履行させるため、公的性格を有し政府による統制が可能なこれら会社・組織が肥料販

売会社として選定されている。 

 

（2）技術支援の必要性 

本要請に関し、「イ」国では、見返り資金を活用した複合肥料普及事業（Pilot project for acceleration 

of balance fertilization to increase rice production and quality）において、既に農業省により肥料、種子の

供与及びコメの品質・生産性を向上するための施肥トレーニングを実施しており、技術支援のための

コンポーネントは要請されていない。アチェにおいても国立農業評価研究所による土壌試験と施肥基

準設定、各県、郡農業事務所、農業普及員を通じての啓発活動などの体制が整っていることから、本

件要請品目に関して必要性はないと判断される。 

 

（3）他ドナー・他スキームとの連携の可能性 

本計画の実施において、直接的な他ドナー又は他スキームとの連携は現在のところないが、既に終

了した JICA の技術協力プロジェクトと連携した見返り資金プロジェクトが承認されており、今後も

開発調査の結果立案されているプロジェクト、FAO が調査を実施した中部ジャワ島地震被災農民に

対する支援などに関連して、農業省が見返り資金による案件として申請する可能性があり、見返り資

金を通じて連携が図られている。 

また、プロジェクトのモニタリングを大学関係者及び NGO に委託する予定であり、モニタリング

を通じて様々な団体、機関と連携を拡大する方向である。 
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（4）見返り資金の管理体制 

見返り資金は、2KR ナショナルチームの下、見返り資金タスクフォースにより、見返り資金の積

立て状況の管理、見返り資金プロジェクトの選定などが行われ、定期的に日本大使館と農業省によっ

て開かれている政府間コミッティ及び連絡協議会で見返り資金の積立て状況、使途協議、使用状況や

見返り資金プロジェクトの実施状況が報告されている。直近では、連絡協議会が 11 月 9 日に実施さ

れ、使用状況が報告されている。 

 

1）管理機関 

見返り資金の積み立ては、2KR ナショナルチームが責任を負い、実務は 2KR ステアリングコミ

ッティーにより指名されたタスクフォースのメンバーが行っている。見返り資金口座入出金の記録

は財務省が行い、その支出は、2KR 予め決められた手順によって、財務省が手続きを行う制度と

なっている。見返り資金の積み立て、活用に関しては、ガイドライン（Guideline on Utilization of 

Counterpart Fund Second Kennedy Round (2KR), July 2003）が、2KR ナショナルチームによってまと

められている。 

見返り資金の使用に際しては、農業省、協同組合・中小企業省或いは国家開発計画庁が要請を立

案し 2KR ナショナルチームに提出する。2KR ナショナルチームが、2KR ステアリングコミッティ

で審査した後、政府間連絡会議などで説明し、わが国に対して使途申請を提出する。 

2KR ナショナルチームは、2KR 事務局として 4 人の専属職員を配置して年間予算約 647 百万ル

ピアで活動している。 

｢イ｣国では、平成 2000 年度に見返り資金の積立が開始され、表の 4-10 のとおり積立て報告がな

されている。 

2000 年度の不足分については、肥料販売を実施した中部ジャワ州農業協同組合連合会がメンバ

ー農家から販売代金を回収できず積立てが一部延滞していることが原因であるが、該当団体には既

に 2KR ナショナルチームより支払の督促を行い、資産の差し押さえも含めた弁済を文書にて合意

するなどの手段を取り、積立て努力を行っている。他方、2001 年度、2003 年度分の積立ては交換

公文上の積立て義務率を上回って積み立てる努力をしており、積立てがこれから開始される 2005

年度分義務額を除き、2000 年度以降の義務額は 100%を超過している27。 

農業省から提出された見返り資金の積立状況を表 4-10 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
27 2000 年度の見返り資金積立義務額は、両国間の協議にて 74．98％と決定された。この数字は調達さ

れた 2 品目の内、1 品目に対する割合を示しており、同額の当該年度の FOB 額全体に対する割合は 60.46%
となる。2001 年度分は、59.62％と決定されているが、交換公文における規定の為替レート（IMF 月間平

均レート）を適用した場合、同額は 63.15%となる。 
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表 4-10 見返り資金の積立状況 

E/N 合計金額 FOB 金額
備考

(円) (円)

1998 1,450,000,000 1,187,648,253 Equivalent 75,688,826,181 0 1998/11/3 2002/11/2 *1
1999 N.A.

2000 1,400,000,000 609,700,000 74.98% 42,336,744,000 40,709,590,478 96.2% 16,138,221,275 24,571,369,203 2001/6/5 2005/6/4 *2

146,450,000 0% 0

2001 1,200,000,000 772,900,000 63.15% 35,018,345,091 41,585,884,500 118.8% 0 41,585,884,500 2002/4/25 2006/4/24 *3

2002 N.A.

2003 600,000,000 505,260,000 50% 19,988,749,853 24,416,260,408 122.2% 0 24,416,260,408 2004/3/19 2008/3/18 *4

2004 N.A.

2005 380,000,000 319,907,500 50% 12,550,446,921 0 0.0% 0 0 2006/2/27 2010/2/26 *5

Total 109,894,285,865 106,711,735,386 97.1% 16,138,221,275 90,573,514,111

（2005年度義務額を除く現在までの積立て割合） 97,343,838,944 106,711,735,386 109.6%

*1 1998年の｢イ｣国の政治経済危機に起因し、積み上げはない。

*4 2003年度E/Nでの積立て義務率はFOBの50%。肥料販売会社に対してはFOBの75%, Rp. 29,983,124,779を支払い義務としている。
*5 2005年度E/Nでの積立て義務率はFOBの50%。肥料販売会社に対してはFOBの58%, Rp. 14,612,817,748を支払い義務としている。

見返り資金義
務額比率
対FOB金額

見返り資金義務額
 (Rp)

*3 2001年度E/Nの積立て義務率は「実施後の協議による決定」のため、コミッティ開催後に積立て義務率59.62％で合意しているが、IMF換算レート

による計算では63.15%となる。ただし肥料販売会社に対してはFOBの75%, Rp 41,585,884,500を支払い義務としている。

*2 2000年度E/Nの積立て義務率は「実施後の協議による決定」のため、コミッティ開催時に熔リンは無償配布することでFOB分（146,450,000円）は

見返り資金の対象とせず、MOPのFOB分（609,700,000円）に対する積立て義務率74.98%, Rp. 42,336,744,000で合意。IMF換算レートによる計算では

FOB全額（756,150,000円）に対しての積立て義務率は約60.46%となる。

積立期日
積立額
 (Rp)

支出

(Rp)
差引
(Rp)

E/N署名日
積立率

対義務額
年度

 
（出所：農業省作成資料） 

 

2KR 事務局は各肥料販売会社・組織からの支払い状況を把握しており、現時点での積み立て状況は

概ね順調で、その管理も良好に行われていると評価できる。 

 

2）積立方法 

1998 年度以前は 2KR 調達資機材の無償配布が行われていたことから、中央レベルでは見返り資

金の積み立ては行われていない。1998 年度の実施を前に無償方式を改め、見返り資金の積み立て

を行うことで、両国間の合意がなされたが、アジア通貨危機による社会経済的混乱、その後に続い

た政権交代といった状況下で各関係者への指示が徹底せず、結果として、1998 年度分についても、

旧来の無償による配布が行われた。このような事情によって、1998 年度分の積み立てが両国の合

意どおり行われなかったことに関しては、BAPPENAS を通して在インドネシア日本大使館に説明

し、日本側の理解を求めている。 

2000 年度以降は、農業省は農民組織（Farmers Group）又は協同組合に対して資機材を無料で配

布する方式を改めることを再確認し、国営の肥料販売業者又は州協同組合連合会により、直接又は

小売業者、小売店等の肥料販売業者を通じて、農民グループ、農民又は村落協同組合（KUD / Village 

Unit Cooperative：村落協同組合）に販売されている。肥料販売業者は指定された販売代金を、供与

年度ごとに仕分けされた農業省が指定する財務省の口座に振り込むことにより、見返り資金が積み

立てられる。本年度も同様の形態を執ることを確認した。 

2005 年度分見返り資金の積み立てを表 4-11 のように計画している。 

 

 

 

 

 

 

 



 46

表 4-11 見返り資金積み立てスケジュール（2005 年度分） 

（単位：Rp）

積立て時期 PT. SHS PT. PERTANI 東ジャワ州協同
組合連合会

PT. MEGA
ELTRA

PT. PPI 合計

2007年5月 1,612,529,603 548,603,306 840,166,813 326,356,932 325,547,783 3,653,204,437
2007年11月 1,612,529,603 548,603,306 840,166,813 326,356,932 325,547,783 3,653,204,437
2008年5月 1,612,529,603 548,603,306 840,166,813 326,356,932 325,547,783 3,653,204,437
2008年11月 1,612,529,603 548,603,306 840,166,813 326,356,932 325,547,783 3,653,204,437
合計 6,450,118,412 2,194,413,224 3,360,667,252 1,305,427,728 1,302,191,132 14,612,817,748
（出所：農業省Progress Report）  

 

見返り資金ガイドラインには、見返り資金の利用に関して、以下の分野のプロジェクトに対し

て活用することが明記されている。 

① 社会経済開発（含む農林水産分野） 

② 食糧増産 

③ 小規模農家の生活向上 

④ 貧困削減 

⑤ BHN（Basic Human Needs） 

⑥ 日本による経済協力、技術協力支援 

⑦ 自然災害などに対する緊急支援 

 

なお、ガイドラインは 2007 年度に向けて改定中であり、従来、パイロットプロジェクトのみが

対象となっていたものから、より大規模な見返り資金プロジェクも対象範囲とし積極的に展開する

ことを目指している。 

見返り資金プロジェクト実施体制を図 4-5 に示す。 

 

2KRナショナル
チーム

日本大使館

国家開発
計画庁

ステアリング
コミッティ

事業実施機関（関係省庁）

財務省

インドネシ
ア銀行

（注）
情報：
資金：

見返り資金
タスクフォース

 

（出所：農業省） 

図 4-5 見返り資金プロジェクト実施体制 
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見返り資金の使途及び見返り資金プロジェクトは外部監査法人による監査及び評価が実施され

ている。上記ガイドラインには、見返り資金の利用に関して、外部監査を行うことが明記されてい

る。 

なお、2006 年度分実施により積み立てられる見返り資金については、アチェ州の復興を継続的

に支援するため、アチェ州を対象としたプロジェクトに使用することを「イ」国側が要請したこと

から、ミニッツにて双方が合意した。 

 

3）見返り資金プロジェクト 

2004 年以降、合計 15 件の見返り資金を使用したプロジェクトが日本国政府より承認され、実施

されている（表 4-12）。 

 

表 4-12 見返り資金を活用したプロジェクト実績 

No. プロジェクト名 予算額（Rp）
 2004年度

1. 複合肥料普及事業 1,700,000,000                
2. レバック地域開発事業 1,469,000,000                
3. 鳥インフルエンザ国民啓発事業 944,867,275                   
4. 2KR事務局経費 672,450,000                   

2004年度合計 4,786,317,275                
.

2005年度
1. レバック地域開発事業(II) 1,035,500,000                
2. ノンバンク融資促進事業 897,000,000                   
3. コメ銀行事業 1,135,000,000                
4. アチェ州津波・地震自然災害支援 1,000,000,000                
5. 2KR事務局経費 608,100,000                   

2005年度合計 4,675,600,000                

2006年度
1. 中部ジャワ馬鈴薯種芋農家強化事業 962,874,000                   
2. 中部・西ジャワ土壌微生物利用促進事業 1,266,832,000                
3. 農村普及拠点強化事業 1,253,913,000                
4. 村落資金運用強化事業 978,545,000                   
5. 鳥インフルエンザ検査キット供与事業 1,600,000,000                
6. 2KR事務局経費 614,140,000                   

2006年度合計 6,676,304,000                

総計 16,138,221,275              
（出所：Progress Report）  

 

（5）モニタリング評価体制 

本年度要請においては、アチェ州政府農業局が現地で実施状況のモニタリングを行い、2KR ナ

ショナルチームに報告する。評価は、NGO または大学などの第三者機関に委託するなどし、2KR

ナショナルチームが実施する。 
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2000 年度以降は、資機材配布のモニタリングについて、「イ」国側は県レベルの農業事務所、NGO

等を活用して、適切な配布に努め、施肥効果を検証しており、報告システム、サイト訪問及び調整

会議の 3 通りの評価が導入されている。 

具体的には、肥料配布業者の、1）2KR 事務局への月次配布報告提出、2）見返り資金の口座へ

の入金報告等の報告システムが導入され、これらの情報に基づき 2KR ナショナルチームは、月次

報告、四半期報告、年間報告を発行している。 

サイト訪問では、2KR ナショナルチームによる、1）肥料到着時における港及び倉庫等の視察に

よる納入確認、2）対象作物に肥料が使用されているかの現地聞き取り、3）2KR の効果を確認す

るための対象地域の訪問が制度化されている。また、2KR ナショナルチームにより、NGO 等によ

る第三者機関を交えた 2KR の評価が予定されている。 

2KR 事務局は進捗報告書を作成し、肥料の配布状況を管理し、見返り資金の積み立て状況、見

返り資金プロジェクトの実施状況等と同様に、4 半期毎の各連絡協議会、年 1 回の政府間協議会に

て報告しており、体制は整備されていると評価できる。 

 

（6）ステークホルダーの参加 

2KR ナショナルチームにより定期的にインドネシア政府関係機関での連絡会議、肥料配布業者

及び農民団体等を交えた会議が導入されており、ステークホルダーの参加機会が確保されていると

ともに、広くステークホルダーに情報を公開し、2KR 事業実施への国民一般の理解を高め、かつ

実施の透明性を高める努力をしている。また、見返り資金の積み立て、活用に関するガイドライン

では、見返り資金利用事業のモニタリング・評価に NGOの参加を検討することが明記されており、

見返り資金プロジェクトについても様々なステークホルダーの関与を受け入れている。 

 

（7）広報 

「イ」国では透明性を確保し、幅広く情報を提供するためプレスリリースの実施、パンフレット

の作成と会合等における配布を通し 2KR の広報を行っている。 

 また、2KR ナショナルチームは肥料販売会社・組織に対して展示圃場を開設することを義務付

けているが、展示圃場は周辺農家への啓発効果も果たしている。 

 

表 4-13 主な広報活動 

分類 具体的内容 

E/N 署名の発表 

肥料の配布計画の発表 プレスリリース 

肥料の到着の発表、テレビニュースによる報道 

インドネシア語による 2KR の広報パンフレット 

2KR の月次報告、四半期報告、年間報告の発行 パンフレット作成 

農業省ホームページでの 2KR の情報提供 

州（Province）レベル・地方(District)レベル農業事務所との配布計画協議
会合・引渡式 

2KR 見返り資金プロジェクト引渡式 

（出所：Annual Report 2004, 農業省） 
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（8）その他（新供与条件について） 

農業省は、見返り資金への外部監査の導入、見返り資金の小農支援への優先使用、四半期毎の連

絡会の開催、ステークホルダーの参加機会の確保について以下のとおり、すべて実施することで合

意した。それぞれの状況は以下のとおり。 

 

1） 見返り資金の外部監査 

農業省は、平成 15 年度政府間コミッティにて、見返り資金に対する外部監査の導入を行うこと

を確認し、その合意に基づき、外部監査を実施する監査法人の選定作業を行っている。本年度要請

についても、見返り資金の積み立て口座の監査及び見返り資金を活用したプロジェクトの両方につ

いて、外部の民間監査法人を入れることに同意した。 

 

2）見返り資金の小農・貧農支援への優先使用 

小規模農家かつ貧困農家が多数存在するアチェ州において、州政府は小農・貧農への支援が必要

であると認識しており、見返り資金の貧農及び小農支援への優先活用に関しては、同政策にも合致

するため同意した。 

 

3）ステークホルダーの参加機会の確保 

ステークホルダーの参加機会の確保について、今後も実施することで合意した。肥料販売業者、農

民グループとの会合が実施されており、既に実行されている。 

 

4）四半期毎の連絡協議会の開催 

一年に一度の政府間協議に加え、連絡協議会28が四半期ごとに定期的に実施されている。 

 

5）調達代理方式 

既に導入されている調達代理方式を今後も受け入れることを合意した。 

 

                                                  
28 JIM (Japan Indonesia Meeting)と称している。 
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第 5 章  結論と課題 

 

5-1 結論 

 

｢イ｣国による食糧増産援助（2KR）事業は平成 17 年度から貧困農民支援無償と名称変更され、協

力内容を一層貧困農民の営農支援等に貢献する内容に変更されている。「イ」国では、2KR 事業につ

いての長い経験を有し、我が国から供与された農業資材・機材は同国の主要食用作物の増産に貢献し

てきたとされるなか、実施に当たって指摘されてきた配布体制、モニタリング・評価、見返り資金の

積立てなど様々な点について、近年改善がなされている。 

本年度は、平成 16（2004）年 12 月 26 日に発生した地震と津波の発生を受け、その甚大な被害を

受けたアチェ州を対象として、2KR を「アチェ復興」支援に使用することとし、被災地以外も対象

としたアチェ州復興政策の継続と下支えを行うことを目的に 2KR が要請された。 

地震と津波によるアチェ州の被害に対する支援は、緊急・リハビリ対応を行う第一段階の 2 年間を

終了しつつあり、今後は、復興支援とともに、より生産性を高めるための手段が必要とされている。

この時期の 2KR による肥料供与は、当地の主食であるコメの増産という点からも貧困農民支援とし

て時宜を得たものである。また、アチェにおいては、アチェ・ニアス復興庁の調整の下、援助国及び

援助機関による復興作業が急速に進展しているものの、復興支援対象が津波被災地域に集中してきた

ため、その他の地域への支援が課題となっていた。このため、津波被害を直接受けていない地域を支

援対象とする今次 2KR の実施は正に現地の社会的なニーズと合致している。 

長年にわたり実施されてきた「イ」国の2KRでは、これまでアチェ州を対象としたことはないが、

実施機関である農業省は、2KR実施を確実なものとするために取り組みを強化する予定であり、実施

に向けての意欲を示している。関係者との協議、現地調査から、事業実施体制について確認し、農業

省を中心に2KR関係各省から編成されている2KRナショナルチームにより、透明性、競争性に配慮し

つつ、モニタリング・評価を含む事業の運営管理体制が適切であることを確認した。 

アチェ州における主要食用作物であるコメを対象に、2KR で調達した肥料によるコメ増産を通じ

た貧困農民・小規模農民支援は国家開発中期計画、農業開発計画、アチェ州の再建・復興計画とも整

合性があり、見返り資金の活用も含め貧困農家の所得向上とアチェ州の復興に貢献すると思われる。 

見返り資金の活用については、インドネシア側からアチェ州を対象とした貧困・小農支援を中心と

したプロジェクトに使用したいとの「イ」側からの要望があり、双方にて合意に至っている。 

加えて、外部監査の導入など日本側の提示した供与条件についても了承を得られたことから、今回

「イ」国に対する貧困農民支援の実施は妥当であると考えられる。 

 

5-2 課題/提言 

 

本年度要請されている「イ」国における 2KR の特殊な点や国際機関の実施している案件事例を踏

まえ以下の課題を提示し、提言を行う。 

 

（1）アチェ州の特殊事情 

アチェ州がかつて独立国だったという歴史的背景、特別州とされ「イ」国の他地域と異なりイスラ
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ム法を適用するなど独自の文化を形成していること、「イ」国軍と反体制勢力との長期間にわたり紛

争が続いていたことなどは、中央政府とアチェ州政府、つまり農業省とアチェ州政府・州農業局・県

農業事務所、農民との信頼関係にも影響しており、円滑な協力関係の構築には、双方の努力が必要と

考えられる。 

そのため、情報伝達、意思決定には十分な時間をかけ理解を得る必要があり、こうした状況と「イ」

国側の取り組み努力を理解し、援助国として「イ」国が直面している地域再統合に対して、時間を掛

け相互理解を進めつつ、実施促進を図ることが求められる。 

 

（2）実施体制 

2KRは先方実施機関との関係などから通常の支援と位置付けながらも実施対象をアチェに限定し

ているため、これまでどおり在インドネシア日本国大使館及びJICA事務所を通じ、農業省2KRナショ

ナル・チームと協力・調整を行うと共に、アチェ復興の調整業務を行っているアチェ・ニアス復興庁

との関係にも十分に配慮する必要がある。 

 

（3）見返り資金 

「イ」国の 2KR は、1998 年度以前の見返り資金が積み立てられていなかったことから、それまで

継続していた供与を翌年度は停止し、実施体制の改善を求めた経緯がある。 

その後、「イ」国政府および日本大使館の努力により、品目の選定、配布実施体制、実施管理体制

が改善されてきた。2000 年度分の見返り資金積立に際しては、末端で積立て義務を負う協同組合連

合会の管理能力不足により、各組合からの肥料販売代金の回収がわずかに義務額に達していないもの

の、様々な方法により資金回収等、努力していることは評価できる。平成 15（2003）年度供与分に

ついては、順調に積立て義務を履行しており、積立てが開始されたばかりの平成 17（2005）年度分

の積立て状況を注視し、連絡協議会で確認する必要がある。 

また、同2KRの見返り資金の使用対象地域をアチェのみに限定していることから見返り資金の使途

については、アチェ復興庁を始めとするアチェ関係者の意向を最大限尊重すべきと考えており、同

2KRがアチェのさらなる復興及び開発に資することを期待しており、連絡協議会でのフォローが必要

である。 

 

（4）販売体制 

 「イ」国政府は、2KR の意義に沿った販売及び見返り資金の積立て履行を確実なものとするた

め、現在、農業省、商業省、協同組合省の監督下にある国営企業あるいは協同組合連合会のみを通じ

て 2KR 肥料を販売し、積立ての義務を負わせている。これら企業・組合は、政府機関との密接な関

係により適切な販売実施について強制力があること、資金回収の信頼性が高いこと、農業資材の取り

扱いに慣れており支援対象とする農民との関係が構築されていることなどから選ばれているものの、

参加者を広く募り、販売企業を国内入札に委ねるなど競争性を確保した方法を取る他の 2KR 実施国

と比較した場合、今後、より競争性を高める余地が残されているといえる。 

他方、2000 年度に 3 社（関係省庁 2 省）であった販売取り扱い企業・組合が 2003 年度には 5 社（関

係省庁 3 省）と拡大し、積立て状況も改善していることから、「イ」国側の改善努力は一定の評価が

でき、アチェという特殊な地域事情も勘案し、今後も、販売実施及び見返り資金の積立て体制につい

て透明性、競争性を拡大する努力を継続して行うよう、日本側が引き続き協議を重ねる必要がある。 



 52

 

（5）持続的開発 

FAO では、農業資材セット（種子、肥料、鍬などの農具）、技術指導、営農指導をひとつのパッケ

ージとして供与し、農民が持続的・自発的に農業経営を向上させることが可能なように、リボルビン

グファンド制度の設立を行っている例がある。農民に対する投入財の費用を無償とせず、農民は収穫

後に費用の相当分を農民組織に積み上げ、農民組織はこれらをリボルビングファンドとして農民に対

して利用するものである。費用の積み上げ期間は、農民の経営効率、利潤を勘案して設定し、積み上

げ分のみではなく、貯金や次の作付けに必要な費用の準備も義務付けている。こうした取り組みによ

り、農民は農業経営を進歩させ、所得の向上を目指している。 

2KR では、見返り資金として同様の制度を既に実施しており、技術協力案件との連携や見返り資

金の活用により 2KR の実施効果を継続的なものとすることが望ましい。 
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別添 ヒアリング内容 

 

（1）FAO 

 アチェ州では、①津波の起こった直後の調査、及び②2005年、2006年と継続して土地の

リハビリを行っている。②では、被災農民に食用作物の種子・肥料・農具（鋤・鍬など）

をパッケージにした配布を行い、場所によっては歩行用トラクターの供与と技術指導を行

っている。配布は、国際 NGO、ローカル NGO を使って実施している。予算は農業セクタ

ーだけで 120万ドルである。 

 対象地域は、バンダ･アチェ、アチェ･ブサール、アチェ・ジャヤ、アチェ･バラット、ナ

ガン･ラヤ、ピディ、ビルン、アチェ･ウタラ、シメルウの 9 県である。2005 年ではそのう

ち 51郡に対して土地のリハビリ、パッケージの配布、歩行用トラクターの配布を行い、裨

益人口は 42,870 名および 42 の農民グループである。2006 年では、パッケージの配布、歩

行用トラクターの配布を 11県の 12,000人を対象として行っている。 

 アチェ州では、FAO をはじめとして、援助は無償配布で行われているが、資材を販売し

見返り資金を積み立てる、という２KR のスキームについては肯定的なコメントであった。

また、被災地に複数のドナーからの援助が重なるという事態も発生しており、津波被害後 2

年が経過する現在、被災地以外に肥料調達を支援することは時宜を得たものと評価された。 

  

FAOでは、アチェ州に対してではないが、農業資材セット（種子、肥料、鍬などの農具、

牛）、技術指導、営農指導を組み合わせた計画（農民グループ開発計画）を 2001 年から実

施している。バングラデシュ、ラオス、スリランカなどでも実施した計画で、具体的には、

供与された資金で肥料を購入して作物栽培を行い、利益が出た後、次の農業時期のための

肥料購入費を自己資金として確保させ、それ以外の利潤から、初期に供与された資金を返

済するような形で、所属している農民グループに積み立てさせる。この積立金は、何年か

かってもよいが、その積立て計画も農民が考え、持続的に農業が行えるような経営マイン

ドが身につくように指導する。この積立金は、農民グループのリボルディング・ファンド

として利用可能なようにする。また、農民は将来的に、積立てや必要費用を除いた純利益

の一割を貯金するまでになり、自立できる。 

この計画で大事な部分は、自分たちで何も出来なかった農民が、自発的に持続可能な農

業経営を自ら行えるようになるという点であり、参加した農民はとても喜んでいる。 

 

（2）シャクアラ大学農学部（アチェ州バンダ･アチェ） 

 アチェ州の津波による土壌の被害は徐々に回復しているが、排水が不十分な地域では塩

分濃度が依然高い圃場も存在する。農業の作付け期や作目は変わっておらず、農民の移住

という動きもないが、土地を失った農民は労働者へ転向し、現金収入を得るようになって

いる場合もあるが、全般的には、住民の生活は津波以前同様の状態に落ち着きつつあると
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のことであった。 

 NGO などが土地の回復作業を行い、農業資機材も投入しているので、２KR で肥料を供

与するにはいい時期である、との意見であった。MOP については、施肥効果は農民に周知

されているが、農民は価格面で購入が難しいので、潜在需要はあると説明された。ただし、

対象が被災地域である場合、2KR肥料がドナーからのものと農民が知れば、（他の援助が無

償のため）無償でないことに対し反発が出る可能性が指摘された。 

 地方における農民の状況も、交流があるのでよく承知しており、大学農学部は、被災後

の農民に対する、小規模な研修計画をアチェ･ブサール、アチェ･ジャヤ、アチェ･バラット

で実施している。 

 KUD（村落協同組合：Village Unit Cooperative）は経営団体が精米、小売店経営などを実

施しており、アチェ州の PUSKUD（州協同組合連合会）も活動や経営状態は健全・良好で

あり、2KR肥料の販売網となることも可能と思われる、とのことであった。 

 これまで、政府や農業省、アチェ州農業局と一緒に仕事をしたことはないが、今後、２

KRのモニタリングや評価などで協力することは可能との意見であった。 

 

 

（3）農民グループ 

①ブランガニン農民グループ（ロンガ郡ランバロクエ村） 

 グループは、天水田 45haを保有し、村の人口 474名のうち 100名がメンバーとして所属

している。1家族の平均人数は 5名である。メンバーの平均的な土地所要面積は 0.5－1.0ha

である。 

BRRを通じ、ADBのEarthquake Tsunami Emergency Support Project (ETESP)を受けている。

別途 FAOや NGOからも支援があったとのことである。 

 ETESPでは、津波被災地の村を対象として、1haあたり 160万ルピア（約 2万円）を農民

グループに供与しており、農民は、これを原資として種籾、肥料、農業機械、家畜などを

購入し、コメ収穫後に使用分を農民グループに積み立てる仕組みである。乗用トラクター

（50馬力級）も無償配布されている。 

 農民は、1ha用として、この 160万ルピアを使って尿素 200kg、SP-36を 100kg、MOP100kg、

種籾 25kgを購入する。収穫後に、160万ルピア分として、コメ 700kg相当を農民グループ

に納入する。農民グループに納入されたコメは現金化され、次の農業時期の準備に使われ

ることになり、リボルビング・ファンドとして利用され、ADBへの返済義務はない。 

 農民グループを組織した目的は、肥料などの挙動購入による購買力の強化、作付け時期

の助け合いの調整、農業改良普及員の活動単位としての必要性などである。 

 田は天水田であり、雨期に稲の作付けを行う二毛作である。降雨の状況で裏作を行う。

裏作では、ほとんどの農家が二次作物と呼ばれる大豆、トウモロコシ、ピーナッツを栽培

している。 
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コメは 6t/haの収量がある。9月－12月に作付けし、1月－3月に収穫する。二次作物は 4

月に作付けし、9月頃が収穫時期である。 

1975年から 1981年まではクローブ栽培を行っていたが、価格が下がったのでコメ栽培に

転作している。 

津波はコメの収穫の直前に襲ってきて、海岸線から 15kmまで波がやってきた。その様は

蛇が鎌首をもたげて襲ってくるように見えた、とのことであった。 

現在、3,000ルピア/kgのMOPを半額程度で供給した場合、購買力は十分にあり、現金で

の購入できるとの意見である。 

農民金融については、現金の融資だけではなく、作物の収穫後に現物で支払う Yanen と

呼ばれる伝統的な後払いが農業資機材ディーラーとの話し合いで可能な場合があるとのこ

とであった。その他の融資については、協同組合省による食糧安全保障貸付など、利用は

可能であるものの、過去に管理のずさんさから破綻した経緯があり、農民グループは貸付

を敬遠している、とのことであった。民間銀行からの貸付については、経営計画や返済計

画について要請書に記入せねばならず、農民が自力で作成するには困難とのことであった。 

 

集まってくれた農民のうち、代表としてハルン氏（71歳、10人家族）に個別のインタビ

ューを行った結果が次のとおりである。 

0.5haの水田でコメと大豆、トウモロコシを栽培している。農業機械は保有しておらず、

土地準備は歩行用トラクターをレンタルして行っている。以前は牛 3頭を飼育していたが、

津波で失ったとのことである。 

コメ栽培には、水田 0.5ha に対して肥料（尿素 100kg、SP-36（TSP）75kg、MOP75kg）、

農薬、農業機械のレンタル料を含めて 70万ルピアかかっている。コメは 2.5tの生産量があ

り、うち半分を販売し（2,200 ルピア/kg が現在の相場）、残りの半分を自家消費している。

コメの販売で、275万ルピアの収入が得られるので、純利益は約 200万ルピア（約 2万 7千

円）である。 

二次作物は、種子 40kg、リゾビウム菌1などの購入に 70万－75万ルピアかかり、大豆は

0.5tの生産量で 3,200－4,000ルピア/kgで販売するため 175万ルピアの粗利益があり、経費

を差し引くと 100万ルピア（約 1万 3千円）の純利益があるとの説明を受けた。 

生活には、食費が年間 200 万ルピアほどかかり、教育費に金がかかる、とのことであっ

た。 

 

②レンバクルン・アチェ農民グループ（スカマクムール郡ブランチュット村） 

 女性がグループ長をしている女性が中心の農民グループで、メンバーは女性 30名、男性

20名である。村の人口は 270名で、津波の直接的な被害は受けていない。 

                                                  
1 大気中の窒素ガスをアンモニアに変換する生物的窒素固定を行う土壌細菌。窒素肥料の代
替として、マメ科植物を栽培する際に利用される。 
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 平均 0.5haの水田を保有し、灌漑設備がある。メンバー50名のうち、土地を所有している

のは半数の 25名で、あとの 25名は土地を借りている。借地の借り賃は、純利益の 3分の 1

相当のコメで支払っている。女性メンバーが実際に農業をしている場合、水田の管理だけ

をしている場合がある。女性メンバーの場合、その夫が家事を行なっていたり、建設業な

どに従事しているようである。 

 収量は、コメの生産が雨期で 4t/ha、乾期が 2.5t/haである。生産の半分は自家消費で、後

の半分を売却している。仲買業者へは、2,000－2,500 ルピア/kg（乾燥前）で販売する。二

次作物を間作しているが、自家消費分のみを生産している。 

 グループで歩行用トラクターを 1 台所有しているだけなので、土地の耕作時は他のオペ

レーター付でトラクターをレンタルし、需要を賄っている。費用は 70万ルピア/時である。 

 農業インプットの価格が高く、自分たちが食べるのに十分な量は生産しているが、概し

て生活は苦しい、との説明を受けた。コメにかかる生産費用を、表３－６に示す。 

 津波後は、農業にかかる生産費用、特に労賃が値上がっているとの説明を受けた。肥料

は１割、労賃は、土地の耕作が 50万ルピア/人/日が 70万ルピアに、収穫の手伝いが 1万 5

千ルピア/人/日が 2万 5千ルピアに値上がったとのことであった。 

  

コメの生産費用 

支出項目 量 価格 合計(ルピア) 備考

土地準備
（耕運作業）

歩行用トラクター
（レンタル）

1 ha 70,000 ルピア/ha 70,000

種籾 ブルーラベル 40 kg 4,000 ルピア/kg 160,000

肥料 尿素 200 kg 1,300 ルピア/kg 260,000

ＳＰ-36 150 kg 2,500 ルピア/kg 375,000

ＭＯＰ 100 kg 3,000 ルピア/kg 300,000

農薬 未使用 ＩＰＭを実施

収穫作業 手刈り 0.5 日 25,000 ルピア/人/日 500,000 40人必要、半日

脱穀 脱穀機（レンタル） 650 kg 2,000 ルピア/100kg 1,300,000 10%の現物納入をル
ピアで換算

合計 2,965,000

収入項目 コメ 6,500 kg 2,000 ルピア/kg 13,000,000
粗利益。純利益は支
出分を減じて
10,035,000ルピア

換金分（土地所有） 5,017,500 純利益の半分は自家
消費

換金分（借地） 3,345,000

純利益の3分の1は借
地代として支払い、
残った半分は自家消
費用

 
（出所：聞き取りにより調査団作表） 
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 生産費用が約 3 万ルピア（4 万円）、粗利益が 1,300 万ルピアなので、純利益は約 1 千万

ルピア（13 万円）である。前述の①の農民グループのハルン氏と比べると、格段に収入が

高いことになるが、十分に食べることはできても、それ以上の余剰は発生しないとのこと

であった。 

 

③ランブルット農民グループ（ダルールカマル郡ランブルット村） 

 村には 114家族おり、全員が農民であり、一家にひとりがグループに属している。水田は

全部で 60ha、平均して 1家族 0.5haである。114メンバーのうち、60名は土地を所有してお

り、54名は借地である。借地料は、収穫後にかかる費用を引いた純利益から 3分の 1を地

主に渡している。津波の被害は受けていない。 

 灌漑設備があるので、二期作を行っているが、設備が整っていないため乾期には推量が

十分ではなく、雨期作の半分の収量である。コメのほか、大豆と緑豆を栽培している。 

 水量が十分であれば、6t/ha の収量が上げられるが、現在は平均して 4.2t/ha（アチェ州の

平均収量と同じ）、だいたい 4～5tの生産である。肥料を使用すれば、雨期は 6～7t、乾期は

2～5tの生産量があるとのことであった。 

 肥料として尿素 200kg/ha、SP-36を 150kg/ha、MOP50kg/haを使えば、7tの収量を上げる

ことが可能とのことであったが、MOPについては価格が高いことから 50kgの使用にとどめ

ているだけで、100kg利用できれば 9tの収量を上げることが可能とのことである。 

 肥料は、近所のキオスクか郡のマーケットで現金で購入している。 

 稲の種子は 60kg/ha 播種している。もしブルーレベルのような多収品種を使えば、25kg

の種子で 9t の収量を上げることが出来ると意欲を示していた。現在は、収穫の際に、次の

播種に備えて必要な分を保管しておくとのことだったので、劣化が起こっていると思われ

る。 

 コメは、雨期で 1,800ルピア/kg、乾期は 2,500kg/haで販売できるとの説明であった。 

 グループの保有する農業機械は、灌漑用ポンプのみであり、土地準備には歩行用トラク

ターをオペレーター付でレンタルしている。レンタル料は、燃料費も含めて 8,000ルピア/ha

である。脱穀機もレンタルしており、10缶（１缶 11kg）の脱穀で、１缶をお礼として支払

うとのことである。 

 農繁期には、手伝いを頼む、相互に助け合う、という方法があり、手伝いを頼んだ場合、

女性１人を 3日間頼むと、30,000ルピア/haとのことであった。 

 害虫用の農薬を散布しており、夜盗虫の発生時には、県農業事務所へ連絡すると、県が

駆除してくれるとのことである。 

 津波の前後では、建築資材が値上がりし、レンガは 4 倍の価格となっているが、それ以

外では物価も含めて特に変化はないとのことであった。津波の直後は、支援センターで炊

き出しを行うなどして避難してきた人たちを支援したとのことであった。 
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（4）ディーラー 

①PT Pertani 

 これまでも、ディストリビューターとして２KRの肥料配布にかかわったことのあるディ

ーラーである。農業省のパラ・ステイタルで、農業資機材を輸入･販売している。 

 スマトラ島では、メダン、バンダアチェ他に支店を持っており、2KR を実施した場合、

メダン港における荷揚げ、倉庫までの搬入、対象地域への配布を行うことになる。 

 アチェ市場では、尿素販売量 40万 tのうち 3,000t、MOP は 4,000ｔのうち 1,200tを扱っ

ている。MOPのインドネシアでの総輸入量は 60万 t程度ではないかとのことであった。 

 ２KRを直接農家に販売するのであれば、競合する会社の顧客以外に販売することになる

ので、市場を乱すようなことにはならないとの説明であった。また、肥料の効果を知らせ

るために、圃場でMOPの施肥効果をデモンストレーションするつもりだが、農民が持つ圃

場の土壌テストなどのサービスは行っていないとのことであった。 
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